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１．「障がい者総合福祉法（仮称）」下における重症心身障害児者通園事業の 

あり方に関する研究 
 

研究代表者  末光 茂  川崎医療福祉大学特任教授 

 

  

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究分担者 

髙嶋 幸男 国際医療福祉大学教授 

西間 三馨 国立病院機構福岡病院名誉院長 

小西 徹  長岡療育園園長 

宮﨑 信義 久山療育園重症児者医療療育セ

ンターセンター長 

水戸 敬  にこにこハウス医療福祉センタ

ー 

松葉佐 正 熊本大学医学部附属病院 重症

心身障がい学寄附講座特任教授 

三田 勝己 星城大学特任教授 

 

研究要旨 

(1)平成25年４月から「障害者総合支援法」に移行した。それを受け、各事業所では運営の安定

に向けた努力を行った結果、３年前の調査結果と比較して黒字化している事業所が増えていた。

特に定員15～24人規模の事業所では高い利用率を維持し、給付費5,800万円を獲得し、職員数は 

11人（内、看護職３人）がひとつのモデルとなることが考えられた。定員数が25人以上の生活介

護事業所では黒字の所が多かったのに対し、定員５～10人の小規模事業所の運営に関してはさら

なる検討が必要と判明した（一定数以上の利用者の確保が困難な過疎地域での問題点が集約され

ていると推測される）。 

(2)久山療育園重症児者医療療育センターでの25年度の通所事業の登録者68名について、医療的

ケアや療育内容等について分析を行った結果は、以下のとおりであった。療育内容としては理

学療法（100％）・作業療法（35％）・感覚入力（65％）・遊戯療法（35％）。スコア別で

は医療度が高い超重症児者・準重症児者では、理学療法と感覚入力が主で、医療度が軽くなるに

従って作業療法と遊戯療法の利用頻度が増加していた。短期入所は全ての群で75％以上の利用が

見られた。ただし超重症児者・準超重症児者では、短期入所の利用希望があっても人工呼吸管理

などで受け入れに限度がうかがえた。訪問看護では医療度が高いほどニーズが多く、訪問介護で

は各群間に差は見られなかった。 

(3)重症児の日中活動支援事業所における職員の業務に関するタイムスタディ調査をもとに、人

件費を算出した。その結果、一日15名に換算すると、年間の人件費は4,160万円となる。通所施

設での平均人件費率80％を当てはめると、運営費は5,200万円がひとつの目安とされた。 

(4)法定化１年が経過した時点での通園事業の問題点を検討するためアンケート調査を行った。

収支の不安定化、事務量の増加、スタッフ確保の難しさ、利用者への対応の多様化などの新しい

問題点に加えて、事業者の数と広さの不足、送迎問題、医療体制などの問題点があらためて浮き

彫りになった。さらにNICU長期入院児キャリアオーバーの問題も今後の課題としてあげられた。

喫緊の課題としては利用者の増加、利用者や家族の高齢化や医療の高度化の問題、送迎体制の強

化が挙げられた。 

(5) 国立病院機構では、この３年間、通所事業実施施設数に変化はなく、利用登録者数は671～7

49名、29歳以下が80％を占め、約30％が準・超重症児者であった。ここでも、送迎ニーズへの対

応や医療的ケアが必要な利用者の受入れが課題に挙げられた。 

(6)アメリカ・オランダの重度・重複障害施設（入所と通所）を視察・調査し、あわせて国際知

的発達障害学会（IASSIDD）のPIMD特別研究グループの第６回円卓会議に出席し、世界各国のこ

の分野の現状を情報収集した。 
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Ａ．研究目的 

最も障害が重く医療福祉ニードの高い重症心

身障害児・者も、地域での暮らしを可能とする

ために「障がい者総合福祉法（仮称）」の整備

作業が進められてきた。そこでの「重症児通

園」の望ましいあり方への提言を目的とする。 

 

Ｂ．研究結果 

(1)元来、収支的に難しいとされてきた重症心

身障害児（者）通園事業が法制化によってその

収支がどう変化したかを調べる目的でアンケー

ト調査を行った。様々な規模の事業所が存在し、

一概には言えないが、３年前に行った調査結果

と比較して黒字化していた事業所が増えていた。

定員15－24人規模の事業所では、高い利用率を

維持して給付費5,800万円を獲得し、職員数は 

11人（内、看護職３人）が一つのモデルになる

と考えられた。定員数が25人以上の生活介護事

業所では黒字の所が多かったが、定員５－10人

の事業所の運営に関しては更なる検討が必要で

ある。 

 

(2) 重症心身障害児・者通所事業を実施してい

る国立病院機構29施設を対象に、新制度移行後、

１年経過後の状況や利用者の実態を調査し、新

制度下での通所事業の苦慮している点や課題等

を検討した。その結果、29歳以下の利用者が約

80％、超準重症児者が約30％に対して、受入や

職員配置や送迎サービスなどで検討の余地があ

った。また、利用者増員や送迎等の加算請求に

も困難さがあり、不安定な経営状況が示唆され

た。 

 

(3) 久山療育園の平成25年度の通所事業の登録

者68名について、医療的ケア、主な原因疾患、

障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯（紹

介機関）、療育内容について調査し考察した。

事業別では、「生活介護事業」（18歳以上）52

名、「放課後等デイサービス事業」（18歳未

満）10名、「児童発達支援事業」（幼児・未就

学児）６名で、18歳以上52名のうち２名が死亡

し、１名が他施設に入所した。平成25年度の通

所利用者について発生時期と主な原因疾患の関

連では、超重症児者（Ⅰ群）７名では先天性福

山型筋ジストロフィー症が４名（うち1名が死

亡）と超重症児者の過半数を占め、呼吸不全に

ついては人工呼吸4名、非浸襲的陽圧換気療法

（NPPV）２名が人工呼吸ケアを必要としていた。 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」と

したが、超重症児者（Ⅰ群）７名では胎生期５

名・周産期１名・後障害１名であった。準超重

症児者（Ⅱ群）18名では胎生期10名・周産期３

名・後障害５名であり、1・Ⅱ群では胎生期の

先天性異常・代謝障害などが多数を占めた。ス

コア６～９点（Ⅲ群）22名では、胎生期９名・

周産期６名・後障害７名であった。スコア６点

未満（Ⅳ群）21名では、胎生期11名・周産期6

名・後障害4名であった。 

重度障害児スコアによる各群のNICU既往の割

合では、Ⅰ群２名（3％）、Ⅱ群10名（15％）、

Ⅲ群８名（12％）、Ⅳ群７名（10％）で、総数

68名では27名（40％）であり、現在の医療的重

症度とNICU既往の頻度に相関は認められなかっ

た。 

医療度を決定する因子として、呼吸障害ない

しは呼吸不全（人工呼吸・気管切開・酸素療法

・吸引・吸入）が占める割合が大きく、その他

の因子としては腸瘻・胃瘻を介しての経管栄養

があり、中心静脈栄養（10点）及び継続する透

析（10点）は稀であった。 

 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機関

が23名（34％）、特別支援学校27名（39％）、

施設12名（18％）、知人から６名（９％）であ

り、特に特別支援学校卒業後からの通所利用が

多く、またこの群に医療度の高い登録者が目立

った。スコア別では超重症児者・準重症児者で

は医療機関・特別支援学校を経由した登録者が

多く、スコア９点以下では特定の傾向は見られ

なかった。 

通所利用者の療育内容では、理学療法68名

（100％）・作業療法24名（35％）・感覚入力 

44名（65％）・遊戯療法24名（35％）であった。

スコア別で超重症児者・準重症児者では、理学

療法と感覚入力が主で、スコア９点以下では療

育内容全体に渡る利用が見られ、特に医療度が

軽くなるに従って作業療法と遊戯療法の利用頻
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度が増加していた。 

 平成25年度の通所事業についての経営評価で

は、総費用（支出）のうち人件費が87.8％を占

め、その収入の殆どを人件費が占めていた。収

支の均衡を図る為の施設・法人からの持ち出し

に未だ依存している実状である。また人件費以

外の支出で送迎費用が活動費を上回っているこ

とも送迎の必要性の度合いを示していると考え

られた。 

 

(4)重症心身障害児者（重症児者）通園事業が

法制化されて１年を経過した時点での通園事業

の問題点を改めて検討するためにアンケート調

査を行った。収入の不安定化、事務量の増加、

スタッフ確保の難しさ、利用者への対応の多様

化などの新しい問題点に加えて、事業所の数と

広さの不足、送迎問題、医療体制などの問題点

が改めて浮き彫りとなった。さらに、ＮＩＣＵ

長期入院児、キャリーオーバーの問題も今後対

応して行かなければならないが、緊喫の問題と

して事業所数の増加、利用者や家族の高齢化や

医療度の高度化に対しての送迎体制の強化が上

げられた。 

 

(5)重症心身障害児者の日中活動支援事業所

（旧重症心身障害児者通園事業所）における職

員の業務のタイムスタディを通して、日中活動

支援事業の人件費を算出した。昨年までの調査

結果をもとに、日本の各地域の経済状態を加味

した、より正確な人件費が得られた。 

１日13名が利用する事業所の１日の人件費は、

直接業務として62,929円、共通業務として87,2

74円（合計150,203円）であった。また、同じ

規模の事業所での１年間の人件費は、36,048,8

88円であった。この数字を１日15名に換算する

と、年間の人件費は、4,160万円となる。 

 

(6)アメリカ調査 

①国連本部 

 伊東亜紀子氏（国連障害者権利条約日本代表

事務局責任者）との意見交換で、わが国の重症

心身障害児者、特に在宅重症児が置かれた状況

と制度改革の課題について説明し、理解を求め

た。 

 また国際リハビリテーション協会のJan A.  

Monsbakken博士との面識を得ることができた。 

 

②Fernald Development Center 

 アメリカで最初の知的障害者入所施設として

160年前に開設。最大規模時2200人を擁してい

たが、脱施設化の方針のもと、20年前に200人

規模に縮小。さらに現在は50程度の入所とデイ

センターのみになっている。 

残された利用者は超重症児・準超重症児等医

療ニードの高い重度重複障害であろうと予測し

たが、必ずしもそうでなく、視覚障害等を合併

しているが自立度の高い小舎と、重症児に近い

全面介助の病棟であった。 

 デイセンターには感覚統合レベルから作業収

入が得られる課題まで幅広いプログラムが用意

されていた。 

 

③ボストン市内のデイセンター 

 25～80歳の54名が利用しており、３グループ

に分かれてプログラムを提供していたが、重症

心身障害に該当する利用者は少なく、呼吸管理、

経管栄養等の超重症児・準超重症児等は見当た

らなかった。 

 支援費の為の評価表は、わが国の今後の評価

に参考になると考えられる。 

 

④George Mavridis氏の出版物 

 いとこの法的後見人としてFernald Center 

から地域生活への移行、そして最後の看取りま

で支援しており、その経緯を１冊の本に出版し

ており、提供を受けた。 

またFernald Centerの歴史的経過についても

資料提供を受けることができた。 

 

(7)オランダ調査報告 

①De Zijlen（グローニンゲン郊外） 

グローニンゲン郊外のDe Zijlenの重症児病

棟と日中活動センターを訪問。病棟のベッドに

はわが国の患者用ベッドとは違い、ひとり一人

の重症児の興味・関心に即した飾り等の工夫が

施されている。 
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また日中活動面では感覚刺激教材ならびに場

面設定面で、個別性を重視した配慮がなされて

いる。 

わが国の重症児通園では、建物設備の基準が

肢体不自由児通園をベースにしている為、狭隘

である。特に「障害者総合支援法」の導入によ

り、定員が柔軟に設定できることから、20名以

上の利用者も受け入れる事業所が増えつつあり、

そこでは過密な状況下での療育活動が余儀なく

されている。この点は大いに改善すべき課題で

あると感じた。 

 

②重症児デイケアセンターOmega（アムステル

ダム郊外） 

 アムステルダム郊外のOmegaは、人口85万人

をサービスエリアとする地域で、ここ１ヶ所が

重症児専門のデイセンター（定員60名，１歳～

40歳）である。 

児童（９グループ）と成人（24グループ）に

分けたグループ編成を行い、気管切開２名、酸

素投与４名を受け入れている。看護師は14名が

配置。 

ここでも療育環境にゆとりがあり、個人差に

対応した医療機器の工夫ならびに教材等の工夫、

さらには幼児期と成人期それぞれを小グループ

に分けた編成とプログラム構成は、わが国の療

育面でのひとつの指針として受け止められた。 

 

Ｃ．行政への貢献の可能性 

(1)内閣府の障がい者制度改革推進会議のもと

におかれた「総合福祉部会」での議論に、委員

のひとり末光は研究要旨を報告し、この分野の

共通理解に寄与した。 

 

(2)その結果、通称「つなぎ法」での「重症児

通園」の法定化と利用定員の柔軟運用そして児

童から成人に至る「児・者一貫」療育の保障な

どの具体化をみた。 

 

(3)2012年４月の「つなぎ法」での新体系への

移行後の実態調査と分析から「障害者総合支援

法」に向けた課題を明確化することができた。 

 最終年度でそれらを追跡調査し、望ましい制

度改革に向けた提言に寄与したものと考える。 

 

(4)国連本部（ニューヨーク）で国連障害者権

利条約日本代表事務局責任者の伊東亜紀子氏に、

直接この分野の歴史と現状ならびに課題につい

て説明し、理解を求めた。 

(5)「障害者総合支援法」下での改善点と残さ

れた課題については、新たな「障害児支援の在

り方に関する検討会」で意見陳述する予定であ

る。 
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２－（1） 平成25年度全国日中活動支援事業所アンケート調査報告： 

    法制化に伴う収支の変化と通園事業の問題点について 

  

研究分担者  水戸 敬   にこにこハウス医療福祉センター 

 

研究分担者  水戸 敬   にこにこハウス医療福祉センター 

 

  

 

 

 

 
 
 
Ａ．研究目的 

平成24年４月から、それまでの委託事業で

あった重症心身障害児（者）通園事業は法制化

され、「（改定）児童福祉法」と所謂「つなぎ

法」による日中活動支援事業の一つと位置付け

られるようになった。改定までの重症児通園事

業は人件費が嵩むことを主因として、基本的に

赤字体質であった。今回、新体制での一年が経

過した時点で行った、法制化に伴う収支結果に

ついてのアンケート調査の結果を、収支につい

ては３年前のアンケート調査結果との比較を行

い、さらに若干の考察を加えて報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

全国301ヵ所の事業所に、法制化前後の種別

の推移を尋ねた後、平成24年度の年間収支の

結果についてアンケート調査を行った。さらに、

３年前に行った収支に関するアンケート調査結

果との比較を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

回答は136ヵ所の事業所から得た。回収率は

45.2％であった。 

法制化前後の種別変化を見てみると、移行前

の種別では重症児施設併設（45事業所）、生

活介護（知的障害者）施設併設（17事業所）、

通園単独事業（17事業所）が多く、移行はど

の種別も生活介護単独（上記３種別順に12、

７、７事業所）、生活介護と児童発達支援併設

（同じく６、２、２事業所）、さらに放課後等

デイサービス加えた種別（同じく20、８、４

事業所）への移行が主であった（表１）。国立

病院機構（11事業所）に生活介護単独への移

行はなく、全て小児と成人の双方に対応してい

た。全体として、３分の１（41事業所）が生

活介護単独の成人対象の事業所で、５事業所が

小児のみに対応し、それ以外の90事業所は小

児と成人とに対応する種別を選択していた。 

平成24年度収支結果として、“前年度と比

べて収支はどう変化したか”の質問に対して、

“非常に”と“少し”を併せた「改善」が40

％、逆に“非常に”と“少し”を併せて「悪

化」は33％で、「不変」は16％「その他」が1

1％であった（表２）。しかし、全ての項目に

収支（＋）決算と収支（－）決算の事業所が存

在し、「改善」とした事業所の30％は収支

（－）決算で、「悪化」の30％の事業所は収

支（＋）であり、あくまで前年度との比較に基

づく判断と思われた。 

アンケート結果で収支報告の記載があった１

12事業所での収支結果で、収支（＋）だった

事業所数は52事業所、収支（－）だったのは5

4施設と半数ずつに分かれた。収支が０との報

告は６事業所からあった。その結果と事業所規

模の関係では、収支（＋）の事業所の方が収支

（－）の事業所よりも定員数（16.5人と12.0

人）、登録者数（27.1人と22.9人）、スタッフ

数（8.4人と6.6人）において規模が大きい傾向

が見られた（表３）。さらに、定員数５－14

人、15－24人、25人以上の３グループに分け

研究要旨 

元来、収支的に難しいとされてきた重症心身障害児（者）通園事業が法制化によってその収支

がどう変化したかを調べる目的でアンケート調査を行った。様々な規模の事業所が存在し、一概

には言えないが、３年前に行った調査結果と比較して黒字化していた事業所が増えていた。定員

15－24人規模の事業所では、高い利用率を維持して給付費5800万円を獲得し、職員数は11人

（内、看護職３人）が一つのモデルになると考えられた。定員数が25人以上の生活介護事業所で

は黒字の所が多かったが、定員５－10人の事業所の運営に関しては更なる検討が必要である。 
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て収支（＋）と収支（－）の事業所数を比べて

みると、定員５－14人：収支（＋）27事業所、

収支（－）29事業所、定員15－24人：それぞ

れ12と23事業所、定員25人以上では13と２事

業所であった（表４）。法制化前後の種別変化

について見てみると、定員数５－14人では法

制化前に重症児施設が最も多く、知的障害者

（生活介護）、知的障害児、通園単独事業が続

いたが、法制化後には圧倒的に生活介護＋児童

発達支援＋放課後等デイサービスへの移行が多

かった。しかし、収支面では（＋）も（－）も

見られた。定員15－24人では、法制化前は重

症児施設が圧倒的に多く、後に生活介護、生活

介護＋児童発達支援＋放課後等デイサービスへ

の移行が多かったが、ここでも収支面では

（＋）（－）は様々であった。定員25人以上

の事業所の種別は収支に関係なく生活介護絡み

の事業所ばかりであった。 

各事業所からの収支結果の原因として記載さ

れていたのは、法制化により“実績に比例した

収入”となったことから、利用者数を確保する

算段に力を注ぎ収支が改善したとする事業所が

目に付いた一方で、欠席が多く収入面が不安定

で改善が見られなかった、実績を上げるために

利用者を多く受け入れようとするとスタッフも

増やさねばならず人件費が掛かって収支面は悪

化したなどの記載があった。 

新制度前後の平成25年度と平成22年度調査

の収支の結果を表５に示した。上記したように、

昨年度の収支が収支（＋）だった事業所数は5

2事業所、収支（－）だったのは54施設と半数

ずつに分かれた。収支（＋）と報告のあった5

2事業所の中で旧Ａ型事業所は９事業所であっ

た。３年前のデータになるが、報告のあった1

43事業所の内、103事業所（72.0％）が収支

（－）で、逆に収支（＋）は約３割であった。

そして、当時15人が定員であったＡ型33事業

所の内、30事業所（90.9％）が収支（－）で

あった。ちなみに、旧制度でのＡ型通園事業と

定員５人のＢ型通園事業の基本的な委託費はそ

れぞれ3800万円と1600万円であったが、今回

の結果において、この運営資金がどうだったの

かと今回の収支（＋）、収支（－）との関係を

見たのが表６である。旧体制のＡ型に相当し今

回収支（＋）だった６事業所の給付費の平均は

約5800万円（6100～5600万円）であり、収支

（－）の４事業所の平均は約5000万円（5300

～4300万円）で、給付費額に差が見られた。

一方、人件費はそれぞれ約4400万円（5300～3

000万円）と約4500万円（5600～3800万円）

でありそれ程大きな差は見られなかった。職員

数の平均は、収支（＋）の６事業所で11.4人

（9.9～13.0人）（看護職2.8人（1.0～4.8人）、

介護職8.6人（5.1～10.3人））、収支（－）の

４事業所で10.3人（8.5～12.6人）（看護職3.2

人（2.0～4.9人）、介護職6.1人（4.0～7.0

人））であった。Ｂ型に相当し今回収支（＋）

だった12事業所と収支（－）の４事業所の給

付費の平均はともに約2300万円（3100～1800

万円と2700～1700万円）で大きな差は無かっ

たが、人件費に約1500万円（2100～900万

円）と約2200万円（3100～1700万円）の差を

認めた。職員数の平均は、収支（＋）の12事

業所で4.4人（3.5～5.4人）（看護職1.6人（0.7

～2.8人）、介護職2.4人（1.0～3.1人））、収

支（－）の５事業所で4.3人（2.8～5.0人）

（看護職1.3人（0.7～2.0人）、介護職2.8人

（1.0～4.0人））であった。今回給付費が減少

し収支（－）と報告のあった収支（－）の旧Ａ

型に相当する７事業所、旧Ｂ型の13事業所の

平均給付費はそれぞれ約2000万円（3200～60

0万円）と1000万円（1500～400万円）、平均

人件費は約3400万円（5000～900万円）と約1

300万円（1800～700万円）、職員数は7.5人

（6.0～9.8人）（看護職1.9人（1.0０～3.0人）、

介護職4.6人（4.0～5.2人））と3.4人（2.0～4.

0人）（看護職1.3人（0.3～3.0人）、介護職1.

9人（1.0～3.0人））であった。 

 

Ｄ．考察 

最初に述べたように旧制度の委託事業であっ

た重症児通園事業は赤字体質であり、その原因

は高額な人件費であった。今回のアンケート調

査結果と３年前のデータを併せて検討すると、

今回の結果から収支（＋）と収支（－）の事業

所の割合はほぼ半々であり、新制度になって収
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支（＋）であった事業所数は３年前の約３割か

ら５割へと増えたことになる。それを更に旧体

制での15人定員だったＡ型と５人定員だった

Ｂ型通園事業規模において検討すると、新体制

で15－24人規模では収入が約5800万円では収

支（＋）、約5000万円では収支（－）で、人

件費において大きな差は無く、職員数は収支

（＋）の方が多い位であった。収支（＋）の中

でも、給付費や職員数・看護職数に差は有り絶

対的とは言えないが、この規模の事業所では給

付費5800万円、職員数11人（看護師数３人）

が安定運営をしていく一つのモデルになるかも

しれない。ただ、後述するが、利用者数の確保

が絶対条件になると思われる。一方、５－14

人規模では収支（＋）事業所と収支（－）事業

所の給付費は双方とも平均約2300万円と差は

なかったが、人件費に約1500万円と約2200万

円と約700万円の差を認めた。しかし、職員数

は4.4人と4.3人（看護職数は1.6人と1.3人）と

大きな差は見られず、今回の人件費の違いをど

う説明すべきかさらに検討が必要である。 

また、検討範囲を広めて定員数面で収支を検

討して、定員数５－14人規模では収支（＋）

にも収支（－）にもなり得る、定員15－24人

規模では収支（－）になり易く、定員25人以

上では圧倒的に収支（＋）になるとの結果であ

ったが、その理由については、より多くの、よ

り詳しい資料を基とする更なる検討が必要と思

われた。 

以上のことに関連して、“新制度になってか

らの問題点”として最も多く記載されていたの

が、欠席率の高い重症児者では実績払いとなっ

た新制度下では収入が不安定となり運営が難し

いということであった。確かに、重症児者の欠

席率はより障害程度が軽い児者の欠席率よりも

高いが、それは一度体調を崩すと回復に時間が

掛かることや短期入所利用などの理由であり、

また、その欠席を埋めることもなかなか難しい

ことはこれまでの研究にて明らかにしてきた。

 今回の調査にて、それらの問題を持ちながら

も給付費を確保し収支（＋）を獲得している事

業所があることを示せたが、そうでない事業所

は今回の結果を参考にして今後経営面が順調に

なるように努力して頂ければと考える。 

 

Ｅ．結論 

法制化された全国日中活動支援事業所に、昨

年度一年の収支結果についてアンケート調査を

行った。事業収支に関しては、法制化前に比し

て黒字化していた事業所が増えていた。定員1

5－24人規模の事業所では、高い利用率を維持

して給付費5800万円を獲得し、職員数は11人

（内、看護職３人）が一つのモデルになる。定

員数が25人以上の生活介護事業所では黒字の

所が多かったが、定員５－14人の事業所の運

営に関しては更なる検討が必要である。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

①水戸敬 兵庫県下での重症心身障害児

（者）通園事業利用の現状と今後の対策  

日本重症心身障害学会誌 印刷中 
②水戸敬、高嶋幸男、末光茂 重症心身障害
児（者）通園事業施行施設への運営体制・
状況に関するアンケート調査結果 日本重
症心身障害学会誌 38(3)413－419 2013 

 
 ２．学会発表 

① T. MITO, S. TAKASHIMA  Daycare 

services for children and adults with 

severe motor and intellectual disabilities 

in Japan  3rd IASSIDD Asia-Pacific 

regional conference. Tokyo. JAPAN. 

August 22-24, 2013 

② 水戸 敬 平成 25 年度全国日中活動支援事

業所アンケート調査報告：法制化に伴う収

支の変化と問題点について シンポジウム

「重症心身障害日中活動支援のこれまで、

そしてこれから」～重症心身障害児者通園

事業法定化後の現状と課題、今後の取り組

み～第 17 回全国重症心身障害日中活動支援

協議会 平成 25 年 10 月 10 日―11 日 仙

台 
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表 １ 法制化に伴う主な事業所種別の変化 

  
     移行前                 移行後 

 

                  生活介護   生活介護      生活介護 

                   単独   ＋児童発達支援   ＋児童発達支援 

                                ＋放課後等デイサービス 

  
  重症心身障害児者施設（４５）   １２     ６         ２０ 

  生活介護（知的障害者）（１７）   ７     ２          ８ 

  通園単独事業（１７）        ７     ２          ４ 

  国立病院機構（１１）        ０     ２          ８ 

  肢体不自由児（１０）        ３     ２          １ 

  肢体不自由＋重症児施設（９）    ４     ２          １ 

 

 
       表 ２ 前年度に比して収支はどう変化したかの質問への回答 

  
              事業所数（収支（＋） 収支（－））      ％ 

 

   ① 非常に改善     １４ （ １０    ４ ）      １２．７ 

   ② 少し改善      ３０ （ ２０    ９ ）      ２７．３ 

   ③ 不変        １８ （  ７    ８ ）      １６．４ 

   ④ 少し悪化      ２１ （  ９   １２ ）      １９．１ 

 ⑤ 非常に悪化     １５ （  ２   １３ ）      １３．６ 

  ⑥ その他       １２ （  ４    ６ ）      １０．９ 

 

   計        １００ （ ５２   ５２ ）     １００．０ 

 

 
                 表 ３ 収支結果別のデータ 

 
             全体      収支（＋）   収支（±０）   収支（－） 

（事業所数）  （１３６）     （５２）     （６）     （５４） 

 

     定員数    １４．２０    １６．４９    １３．３３   １２．００ 

     登録者数   ２４．９８    ２７．１４    ２４．３３   ２２．８７ 

     スタッフ数 

     看護師     ２．０８     ２．１０     ２．００    ２．０１ 

     支援職     ５．１８     ６．２９     ６．００    ４．６３ 

 

       
（人） 
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 表 ４ 定員数別の収支分布 

 
              定員数      収支（＋）   収支（－） 

 

             ５－１４ 人     ２７      ２９ 

            １５－２４ 人     １２      ２３ 

            ２５ 人以上      １３       ２ 

 
                                （事業所） 

 

 

                  表 ５  新制度前後の収支の変化 

 

           今年度アンケート調査 

 
             収支（＋）   ５２（ 旧Ａ型  ９ ）事業所 

             収支（－）   ５４（ 旧Ａ型 ２１ ）事業所 

 

 
           平成２２年度アンケート調査 

 
                 事業所数      収支（－） 

 

             Ａ 型      ３３       ３０（９０．９％） 

             Ｂ 型     １１０       ７３（６６．４％） 

              計      １４３      １０３（７２．０％） 

 

 

 

           表 ６ 収支結果と旧Ａ型・Ｂ型からの給付費の変化 

 

                 収支（＋）          収支（－） 

            ３８００万  １６００万   ３８００万  １６００万 

 

    給付費増加      ６     １２       ４      ５ 

       不変      ０      ３       ２      ４ 

       減少      １      ２       ７     １３ 

   
      計          ２４事業所          ３５事業所 
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２－（2） 医療的ケアを中心とした平成 25 年度通所事業の検討 
 

研究分担者  宮﨑信義  久山療育園重症児者医療療育センター センター長 

  小西 徹  長岡療育園 園長 

研究代表者  末光 茂  川崎医療福祉大学特任教授，旭川荘理事長 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

Ａ．研究目的 

重症児者通園の医療度や医療ニーズが入所の

重症児者と比較しても決して軽くないことは、

これまでの調査で判明している。平成 24 年度か

ら久山療育園でも家庭介護を担う保護者の年齢 

 

が平均 60 歳を超え、従って利用者も高年齢化の

傾向が見られる。特に平成 24 年度以来の通所登

録者は、特別支援学校卒業に伴って「準・超重

症児者」の新規登録数が増加し、特に呼吸障害・

研究要旨 久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録者 68 名について、医療的ケア、主な原因疾

患、障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯（紹介機関）、療育内容について調査し考察した。

事業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52 名、「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）10 名、

「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6名で、18 歳以上 52 名のうち 2名が死亡し 1名が他施設

に入所した。平成 25 年度の通所利用者について発生時期と主な原因疾患の関連では、超重症児者

（Ⅰ群）7名では先天性福山型筋ジストロフィー症が 4名（うち 1名が死亡）と超重症児者の過半

数を占め、呼吸不全については人工呼吸 4名、非浸襲的陽圧換気療法（NPPV）2名が人工呼吸ケア

を必要としていた。 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」としたが、超重症児者（Ⅰ群）7名では胎生期 5名・

周産期 1名・後障害 1名であった。準超重症児者（Ⅱ群）18 名では胎生期 10 名・周産期 3名・後

障害 5名であり、1・Ⅱ群では胎生期の先天性異常・代謝障害などが多数を占めた。スコア 6～9点

（Ⅲ群）22 名では、胎生期 9 名・周産期 6 名・後障害 7 名であった。スコア 6 点未満（Ⅳ群）21

名では、胎生期 11 名・周産期 6名・後障害 4名であった。 

重度障害児スコアによる各群の NICU 既往の割合では、Ⅰ群 2 名（3％）、Ⅱ群 10 名（15％）、Ⅲ

群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数 68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療的重症度と

NICU 既往の頻度に相関は認められなかった。 

医療度を決定する因子として、呼吸障害ないしは呼吸不全（人工呼吸・気管切開・酸素療法・吸

引・吸入）が占める割合が大きく、その他の因子としては腸瘻・胃瘻を介しての経管栄養があり、

中心静脈栄養（10 点）及び継続する透析（10 点）は稀であった。 

 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機関が 23 名（34％）、特別支援学校 27 名（39％）、施設

12 名（18％）、知人から 6 名（9％）であり、特に特別支援学校卒業後からの通所利用が多くまた

この群に医療度の高い登録者が目立った。スコア別では超重症児者・準重症児者では医療機関・特

別支援学校を経由した登録者が多く、スコア 9点以下では特定の傾向は見られなかった。 

 通所利用者の療育内容では、理学療法 68 名（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入力 44 名

（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であった。スコア別で超重症児者・準重症児者では、理学療法と

感覚入力が主で、スコア 9点以下では療育内容全体に渡る利用が見られ、特に医療度が軽くなるに

従って作業療法と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

 平成 25 年度の通所事業についての経営評価では、総費用（支出）のうち人件費が 87.8％を占め、

その収入の殆どを人件費が占めていた。収支の均衡を図る為の施設・法人からの持ち出しに未だ依

存している実状である。また人件費以外の支出で送迎費用が活動費を上回っていることも送迎の必

要性の度合いを示していると考えられた。 
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呼吸不全が多く、在宅人工呼吸器使用や NPPV

（非浸襲的陽圧換気療法）などの呼吸管理や気

管切開処置、頻回吸引、呼吸器感染症が日常的

になっている。その他けいれん発作の頻発や摂

食機能障害（経管栄養や胃瘻造設）など多くの

合併症対策が不可欠である。平成 25 年度は更に

特別支援学校卒業後の医療度（重度障害児スコ

ア）が高い通所利用登録者が増加し高年齢化・

重度化の傾向が顕著になっている。これらの在

宅重症児者の医療ニーズや療育ニーズに焦点を

絞り通所事業の有用性を検討したい。また平成

2 年にモデル事業が開始され「重症児者通園事

業」が開始されたが、初年度からの参加施設と

して、モデル事業開始以来の 162 名の登録者調

査とも合わせ、新体系下における通所事業の適

切な医療的対応と今後予定されている「障害者

総合支援法」に向けての具体的な提言をしてい

きたい。 

 

Ｂ．研究方法と対象 

【研究期間】○平成 25 年 4 月～平成 26 年 1 月 

【研究対象】○久山療育園通所事業計 68 名 

「生活介護事業」（18 歳以上）  52 名  

「放課後等デイサービス事業」（児童）10 名 

「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6名 

【研究方法】 

（1）平成 25 年度「障害者総合支援法」施行に

よる重症児者医療福祉の変化 

①重度化する医療度について個々のスコア別

（Ⅰ～Ⅳ群）の医療内容と転帰（呼吸管

理、胃瘻・腸瘻など）について聞き取り

調査及び診療情報提供書等による調査を

継続した。 

○重度障害児スコアによる群別分類： 

Ⅰ群（超重症児者）＝Score 25 点以上、 

Ⅱ群（準超重症児者）＝Score 10～24 点、

Ⅲ群；Score 6～9 点、 

Ⅳ群；Score 6 点未満 

②群別の評価 

○重度化する医療度について個々のスコアご

との原因発生時期及び NICU 既往、転帰（呼

吸管理、胃瘻・腸瘻など）について調査を

継続した。 

（2）「障害者総合支援法」施行による重症児者

福祉サービスの変化 

①通所事業に至る紹介機関 

②通所事業運営の評価：平成 25 年度の予算・

決算の対比と人件費率 

③児童発達支援事業の施行評価：調査票に基

づく医療療育評価 

 

Ｃ．研究結果及び考察 

（1）平成 25 年度「障害者総合支援法」施行に

よる重症児者医療福祉の変化 

 平成 25 年度登録者は 68 名で、年齢分布は 2

歳～51 歳（平均年齢 24 歳）、男女比は男性 37

名、女性 31 名であった。 

久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録

者 68 名について、医療的ケア、主な原因疾患、

障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯（紹

介機関）、療育内容について調査し考察した。事

業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52 名、

「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）10

名、「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）6

名で、18 歳以上 52 名のうち 2 名が死亡し 1 名

が他施設に入所した。 

①平成25年度通所利用者の医療的ケア（表1） 

平成 25 年度の通所利用者について発生時

期と主な原因疾患の関連では、超重症児者（Ⅰ

群）7 名では先天性福山型筋ジストロフィー

症が 4 例（うち 1 名が死亡）と超重症児者の

過半数を占め、呼吸不全については人工呼吸

4 名、NPPV2 名が呼吸ケアを必要としていた。 

個々の主な医療処置については気管切開が

14 名（20.6％）、胃瘻（10 名）・腸瘻（3 名）

計 13 名（19.1％）、経管栄養（胃瘻・腸瘻を

含む）28 名（41.2％）であり、平成 24 年度

から増加が目立った重度化を示している。超

重症児者・準超重症児者が急増した主な理由

は特別支援学校卒業後の通所利用によるが、

これは医療度の高い生徒を特別支援学校が担

当していることを物語っている。 
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②スコア別の主因とされる原因疾患（表 2） 

 
 
平成 25 年度の通所利用者についてスコア

別の重症度と主な原因疾患の関連では、超重

症児者（Ⅰ群）7 名では先天性福山型筋ジス

トロフィー症が 4 例（うち 1 名が死亡）と超

重症児者の過半数を占め、呼吸不全について

は人工呼吸 4 名、NPPV2 名が呼吸ケアを必要

としていた。またⅠ・Ⅱ群では新生児仮死や

福山型筋ジストロフィー症をはじめとする先

天性疾患の頻度が高い傾向が認められた。 

 全体の原因疾患分布では、新生児仮死・低

酸素性脳症が 15 名（22％）、感染症関連 8 名

（12％）、先天性疾患 29 名（42％）、低出生体

重児 6 名（9％）、急性脳症 2 名（3％）、てん

かん 4 名（6％）等であった。 

③スコア別の障害発生時期（表 3） 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」

としたが、全体の分布は胎生期 35 名（51％）・

周産期 16 名（24％）・後障害 17 名（25％）で

あった。 

障害が顕在化した時期を「障害発生時期」

としたが、超重症児者（Ⅰ群）7 名では胎生

期 5 名・周産期 1 名・後障害 1名であった。

準超重症児者（Ⅱ群）18 名では胎生期 10 名・

周産期 3名・後障害 5 名であり、Ⅰ・Ⅱ群で

は胎生期の先天性異常・代謝障害などが多数

を占めた。スコア 6～9 点（Ⅲ群）22 名では、

胎生期 9名・周産期 6 名・後障害 7名であっ

た。スコア 6点未満（Ⅳ群）21 名では、胎生

期 11 名・周産期 6 名・後障害 4名であった。 

 

④スコア別群の NICU 既往（表 3） 

重度障害児スコアによる各群の NICU 既往

の割合では、Ⅰ群2名（3％）、Ⅱ群10名（15％）、

Ⅲ群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数

68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療

的重症度と NICU 既往の頻度に相関は認めら

れなかった。これは NICU 長期滞留者の対策が

検討されつつも、NICU の医療や発達に果たす

役割の大きさや、地域によっては困難があり

つつも在宅への受け入れに保護者が積極的で

あることを示すものだと考えられた。 

（2）「障害者総合支援法」施行による重症児者

福祉サービスの変化 

①通所に至る経緯（紹介機関）（表 4） 
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 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機

関が23名（34％）、特別支援学校27名（39％）、

施設 12 名（18％）、知人から 6 名（9％）であ

り、特に特別支援学校卒業後からの通所利用

が多くまたこの群に医療度の高い登録者が目

立った。スコア別では超重症児者・準超重症

児者では医療機関・特別支援学校を経由した

登録者が多く、スコア 9点以下では特定の傾

向は見られなかった。 

②通所利用者の療育内容（表 5） 

 通所利用者の療育内容では、理学療法 68

名（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入

力 44 名（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であ

った。スコア別では超重症児者・準超重症児

者では、理学療法と感覚入力が主で、スコア

9 点以下では療育内容全体に渡る利用が見ら

れ、特に医療度が軽くなるに従って作業療法

と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

③在宅支援の中心となる通所事業の運営状況

評価（表 6） 

 

 平成 25 年度の通所事業についての経営評

価では、費用（支出）総計 67,100,235 円のう

ち人件費が 58,920,397 円（87.8％）を占め、

収入の健全化の指標となる給付費・利用者負

担等の収入は 65,393,600 円であり、その収入

の殆どを人件費が占めていた。収支の均衡を

図 る 為 の 施 設 ・ 法 人 か ら の 持 ち 出 し

2,113,369 円に未だ依存している実状である。

ま た 人 件 費 以 外 の 支 出 で 送 迎 費 用 が

3,395,420 円であり活動費 3,214,400 円を上

回っていることも送迎の必要度が高いことを

示している。特に医療度が高い利用者や移動

支援にあたる複数の援助者や社会資源が乏し

い在宅の重症児者では通所利用を可能とする

要素だと言える。 

④児童発達支援事業の施行評価 

 児童発達支援事業は平成 24 年度に事業認

可を受けたが、平成 25 年度から実質的に稼働

した。対象は 2～6 歳の就学前の児童で医療的

ケアや発達支援等の保護者の期待が大きく、

個々のニーズによるリハビリテーションや言

語療法・遊戯療法を主に事業を行った。重度

障害児スコアからは準超重症児が 2人とスコ
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ア 6 点が 1 人・スコア 3点が 3 人と幅広い分

布であったが、発達が顕著な時期であり、年

間を通して知的障害及び身体障害の改善が認

められた。今後具体的で詳細な評価を行って

行きたい。 

⑤在宅支援の柱としての通所事業の役割 

在宅支援の三本柱としての通所事業の役割

は大きく、短期入所事業や訪問事業と共に在

宅を可能にしている大きな要素であることが

今回の調査でも確認された。在宅支援をより

有効かつ適宜に実施するために以下の地域連

携の拡充が必要とされる。当園でもオリジナ

ルサポートブックの活用や診療情報提供書の

授受により、個別支援計画や医療福祉情報の

共有を行っている。また福岡県内（中央部）

の医療ネットワークの機能の整備も手掛けら

れ、重症心身障害医療機関やバックアップ病

院、家庭医の連携を重視している。 

訪問事業等の充実も利用者のニーズに従っ

て計画しており、現在は地域の訪問看護ステ

ーションや保育所と連携しつつ、これらの社

会資源が乏しい地域については訪問看護とヘ

ルパー又は保育士の派遣を同時に利用できる

ことを企画している。 

 

Ｄ．結論 

1.久山療育園の平成 25 年度の通所事業の登録

者 68 名及びモデル事業開始以来の 24年間の

登録者について、医療的ケア、主な原因疾患、

障害発生時期、スコア別の通所に至る経緯

（紹介機関）、療育内容について調査した。

課題研究の結果、Ａ型通園事業から「障害者

総合支援法」下の通所事業に繋がる通所医療

療育の実状と課題について提言した。 

2.事業別では、「生活介護事業」（18 歳以上）52

名、「放課後等デイサービス事業」（18 歳未満）

10 名、「児童発達支援事業」（幼児・未就学児）

6名で、18 歳以上 52 名のうち 2 名が死亡し 1

名が他施設に入所した。 

3.平成 25 年度の通所利用者について発生時期

と主な原因疾患の関連では、超重症児者（Ⅰ

群）7 名では先天性福山型筋ジストロフィー

症が 4 例（うち 1 名が死亡）と超重症児者の

過半数を占め、呼吸不全については人工呼吸

4名、NPPV2 名が呼吸ケアを必要としていた。 

4. 重度障害児スコアによる各群の NICU 既往の

割合では、Ⅰ群 2名（3％）、Ⅱ群 10 名（15％）、

Ⅲ群 8 名（12％）、Ⅳ群 7 名（10％）で総数

68 名では 27 名（40％）であり、現在の医療

的重症度と NICU 既往の頻度に相関は認めら

れなかった。 

5. 通所に至る経緯（紹介機関）では、医療機関

が 23 名（34％）、特別支援学校 27 名（39％）、

施設 12 名（18％）、知人から 6 名（9％）で

あり、特に特別支援学校卒業後の通所利用が

多くまたこの群に医療度の高い登録者が目

立った。 

6. 通所利用者の療育内容では、理学療法 68 名

（100％）・作業療法 24 名（35％）・感覚入力

44 名（65％）・遊戯療法 24 名（35％）であっ

た。スコア別では超重症児者・準超重症児者

では、理学療法と感覚入力が主で、スコア 9

点以下では療育内容全体に渡る利用が見ら

れ、特に医療度が軽くなるに従って作業療法

と遊戯療法の利用頻度が増加していた。 

7. 平成 25 年度の通所事業についての経営評価

では、総費用（支出）のうち人件費が 87.8％

を占め、収入の健全化の指標となる給付費・

利用者負担等の収入は 65,393,600 円であり、

その収入の殆どを人件費が占めている。収支

の均衡を図る為の施設・法人からの持ち出に

未だ依存している実状である。また人件費以

外の支出で送迎費用 3,395,420 円が活動費

3,214,400 円を上回っていることも送迎の必

要性の度合いを示している。 
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学研究報告書，32-41，平成 25 年 3 月． 

3）小西 徹、宮﨑信義、末光 茂：「重症心

身障害児者通園が果たしてきた役割：モデ

ル事業からの 23 年間の経験」，平成 24 年

度厚生労働科学研究報告書，5-15，平成

25 年 3 月． 

4）宮﨑信義：高谷清著「重い障害を生きると

いうこと」書評，西日本重症心身障害児協

議会広報誌第 12 号，2012 年 11 月. 

5）宮﨑信義：「新しい制度と障害児（者）医

療の紹介」，産業医科大学第二内科学教室

便り 第 6 号， 

6）宮﨑信義：「重症児者と共に」－久山療育

園の働き，医学と福音，2014 年 2 月 

7）末光 茂：「障がい者総合福祉法（仮称）」

下における重症心身障害児通園事業のあ

り方に関する研究」，平成 23 年度厚生労働

科学研究報告書，1-7，平成 24 年 3 月． 

8）小西 徹ほか：「重症心身障害児通園の医

療」－通園事業における課題と対策－，日

重障誌 36（3）：383-391，2011． 

9）西間三馨：国立病院機構における通園事業

の実態と法の整合性、法制度下の医療福祉

ニーズの適用に関する研究」，平成 23 年度

厚生労働科学研究報告書，8-12，平成 24

年 3 月． 

10）窪田次男ほか：「社会資源活用における情

報伝達－サポートブックの開発と実用化

に向けて－」，重症心身障害の療育 4（1）

47-53，2009． 

 

2.学会発表 

1）水野勇司、古川牧緒、松﨑義和、宮﨑信

義：「反芻と考えられていた動く重症心身

障害児者に対する上部消化管内視鏡検査

による検討」，第 39 回日本重症心身障害学

会，2013 年 9 月． 

2）小西 徹、平元 東、根津敦夫、片山雅

博、宮﨑信義、末光 茂：「重症心身障害

児者通園が果たしてきた役割：モデル事業

からの 23 年間の経験」，第 39 回日本重症

心身障害学会，2013 年 9 月． 

3）水野勇司、眞鍋英夫、松﨑義和、宮﨑信義：

「胃瘻チューブ入れ替え時に結腸穿通に

よる胃結腸皮膚瘻が判明した重症心身障

害者の 1例」，第 34 回九州地区重症心身障

害研究会，12 年 3 月． 
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２－（3） 重症心身障害児者の日中活動支援事業所における人件費 
 

研究分担者  松葉佐 正  熊本大学医学部付属病院 重症心身障がい学寄付講座 

              特任教授 

研究代表者  末光 茂   川崎医療福祉大学 特任教授 

 
研究要旨：重症心身障害児者の日中活動支援事業所（旧重症心身障害児者通園事業所）に

おける職員の業務のタイムスタディを通して、日中活動支援事業の人件費を算出した。昨

年までの調査結果をもとに、日本の各地域の経済状態を加味した、より正確な人件費が得

られた。 

1 日 13 名が利用する事業所の 1 日の人件費は、直接業務として 62,929 円、共通業務と

して 87,274 円（合計 150,203 円）であった。また、同じ規模の事業所での１年間の人件費

は、3,604 万 8,888 円であった。この数字を１日 15 名に換算すると、年間の人件費は、4,160

万円となる。通所事業所の平均人件費率 80％を当てはめると、運営費は年間 5,200 万円が

ひとつの目安と考えられる。 

                                                                                                                             

Ａ．研究目的 

昨年までにデータ解析を行った、重症心

身障害児者の日中活動支援事業所における、

職員の業務のタイムスタディの結果をもと

に、より正確な人件費を算出することを目

的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

重症心身障害児者の日中活動支援事業所

を持つ３カ所の医療型障害児入所施設（療

養介護事業所）に依頼して、日中活動支援

事業に携わる職員の職種ごとの年収のデー

タを取得する。年収を 2011 年のラスパイレ

ス指数（注）で補正したデータをもとに、

タイムスタディのデータから１分あたりの

人件費を求め、さらに１日あたりの人件費、

年間の人件費を算出する。 

 

Ｃ．結果 

九州の１重症心身障害児者の入所施設

（医療型障害児入所施設・療養介護事業所）

に併設された日中活動支援事業所における、

調査期間（３日間）中の利用者は 25 名であ

った（表１）。職員は 11 名で、３日間で延

べ 29 名が業務に従事した。職種は看護師

（３名）、児童指導員（３名）、療育員（１

名）、保育士（２名）、理学療法士（１名）、

看護補助者（１名）であった（表２）。職員

の業務は、内容によって A から F までの業

務コード（表３）に分類されて、コードご

とに EXCEL で集計された。 

全国の３カ所の日中活動支援事業所での

職員の年収をもとに、職種ごとの人件費を

算出した（表４）。結果は、１分あたりの人

件費が、看護師：43.1 円、児童指導員：30.2

円、療育員：25.3 円、理学療法士：39.1 円、

保育士：32.2 円、看護補助者（介護福祉士）：

33.4 円であった。この値と、タイムスタデ

ィで得られた各利用者が受けたケアの時間

から、１日 13 名が利用するときの人件費は、

直接業務が 62，929 円／日（表５）、共通

業務が 87，274 円／日（表６）、合計 150，

203 円／日であった。年間の人件費は、勤

務日数を 240 日とすると、36，048，888

円と算出された（表６）。 

 

Ｄ．考察 

ラスパイレス指数を用いて人件費の地域
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格差を除去して、タイムスタディのデータ

から人件費を算出した。１日 13 名が利用す

る日中活動支援事業所の年間の人件費は、

3,605 万円であった。この数字は、事業所

の運営に際して参考になると思われる。 

タイムスタディは 2008 年に実施し、デー

タの入力、加工（EXCEL により職員の業

務を利用者が受けたケアに変換する）を経

て人件費の算出に至った。ラスパイレス指

数は、調査年と現時点との中間の 2011 年の

ものを用いた。タイムスタディは１分スタ

ディの結果であり、１事業所の３日間の業

務をほとんど記載していると思われる。     

職員の職種ごとの年収は、３カ所の事業

所の立地条件（大都市近郊と地方都市、大

都市から離れた郡部）と職員の経験年数に

よって異なり、また、ラスパイレス指数に

よる補正にも限界があることなどを考慮す

る必要があるが、これまでに行われた他の

経費算出に比較して、多くの根拠を伴った、

より正確なものであると思われる。なお、

日中活動支援事業所の１日の利用者を 13

名で計算したが、１日 15 名に換算すると、

年間の人件費は、4,160 万円となる。旧 A

型事業所（定員１５名）の最近の実態を考

えると、この数字の方が現実的に思える。

人件費について、水戸１）は 2008 年の 187

カ所の旧重症心身障害児･者通園施設（旧 A

型 53，旧 B 型 134 施設）を対象にしたア

ンケート調査結果をもとに、人件費は、収

支プラス施設で平均 3,169 万円、収支マイ

ナス施設で平均 4,115 万円という数字を示

している。本研究と比較して興味深い。 

本研究の結果は重症児者の通園事業（児

童発達支援事業・生活介護事業）の発展に

寄与できると思われる。 

 

（注）ラスパイレス指数は物価指数のひと

つで、日本では、国家公務員と地方公務員

の基本給与額を比較する指数を指すことが

多い。この数値を用いて、全国各地の地域

差を計算上解消することが可能である。 

 

Ｅ．参考文献 

１．水戸 敬．全国重症児通園事業運営に

ついて：アンケート調査の分析結果．

pp41-43．第 12 回全国重症心身障害児･者

通園事業施設協議会資料 2008. 
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ID
年齢

(2008.4)
性 病名 大島分類

超重症児
スコア

医療度

1 24 F 脳性麻痺（頭蓋内出血） 5 0 0

2 40 F 精神遅滞・運動発達遅滞 10 5 1

3 49 M 脳性麻痺 10 0 7

4 6 M 脳性麻痺 1 11 20

5 23 M 脳性麻痺 1 13 12

6 44 M 精神遅滞・糖尿病 11 5 7

7 37 F ダウン症候群 12 0 2

8 22 M 精神遅滞・てんかん 2 5 7

9 37 M ダウン症候群・糖尿病 12 0 2

10 19 F 染色体異常 10 0 1

11 19 M 脳性麻痺 6 0 1

12 8 M 筋緊張性ジストロフィー 2 24 13

13 52 M 脳性麻痺 16 8 7

14 62 F 脳性麻痺 4 8 1

15 52 M 脳性麻痺 9 8 2

16 10 M ダンディーウォーカー症候群 1 11 7

17 18 M 脳性麻痺 7 0 0

18 43 F 脳性麻痺 4 0 0

19 20 M 脳性麻痺 1 27 12

20 33 M 精神遅滞・てんかん 5 5 8

21 13 F アーノルドキアリ奇形 1 5 6

22 8 M 先天性水頭症 5 5 3

23 10 F 染色体異常 5 0 1

24 21 M 脳性麻痺・てんかん 1 27 12

25 12 F 脳性麻痺・てんかん 1 22 7

　平均　27.28歳 (6－62歳)。　ID-12とID-20の利用者は欠席。

　　表1．日中活動支援事業所の利用者（調査期間中の利用予定者）
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1 10 20

2 11 21

3 12 22

4 13 23

5 14 24

6 15 25

7 16 26

8 19 29

9

17 27

18 28

　F （ＰＴ）

　Ft （児童指導員）

　　表２．事業所職員のプロフィール

　B （児童指導員）

　K （保育士）

　S （看護師）

　Y （看護師）

　Fk （保育士）

　I （看護師）

ID 氏名（職種）

　O （看護補助者）

　H （児童指導員）

　M （療育員）
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B1・2・3：清潔・整容

B41：洗濯

B21・22・23：体位・姿勢保持

B30・31・32：測定

B8：排泄

B9・10・11：食事

B12・13・14：起居・体位交換

B15・16・17：移乗

 A：相談支援・ケアマネジメント業務

A4：職員間の連絡

A7：ケア時間の記録

A8：個別支援計画作成

 B：専門的生活介助業務

B18・19・20：移動

C8・9：処置

C10：検査・測定

 D：社会参加支援業務

D5・6・7・8：レクリエーション（個別）

D1・2・3・4：レクリエーション（集団）

C11：院内診療介助・援助

C14：補液

C16：感染予防

C20：訓練等（セラピストによらない）

B4・5・6：更衣

B7：入浴

　業務コードは，全国身体障害者施設協議会
介護保険対応事業専門委員会による「身体
障害者療護施設『タイムスタディ調査』最終
報告書」で用いられたものを使用した．

 C：治療・健康管理業務

C1：投薬

C2・3：痰の吸引

C4・5：経管栄養

　　表３．主要な業務コード

 項目が4つあるものは、①事前準備、②実施、③片付け、④その他

 項目が3つあるものは、順に、①見守り、②声かけ、③直接介助

 項目が２つあるものは、順に、①準備・片付け、②実施

D16：サービス利用のための送迎

 F：その他の業務

F2：休憩・食事

 E：地域生活支援業務

F1：清掃・会議

B42：物品整理

B45・46：コミュニケーション

B49：その他の見守り

B50：その他

B40：寝具・リネン

B36・37・38：環境整備

B33・34・35：代理行為
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職種 看護師  看護補助者 指導員 保育士 療育員 PT 合計

 共通（分／日） 598.2 257.0 1,033.8 568.7 97.7 23.2 2,555.3

 コスト（円／日） 25,781.0 8,583.8 31,221.8 18,311.1 2,471.0 905.8 87,274.4

通園の人件費＝150,203.7 円×240（勤務日数）＝ 36,048,888.0 円／年

　　表６．共通業務のコスト（利用者13名）

　　62,929.3（直接業務） + 87,274.4（共通業務） = 150,203.7 円／日

　　共通業務として　87,274.4 円／日　
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２－（4） 平成25年度全国日中活動支援事業所アンケート調査報告： 

       法制化に伴う通園事業の問題点について  

 
研究分担者  髙嶋幸男  国際医療福祉大学大学院教授，柳川療育センター施設長 

水戸 敬  にこにこハウス医療福祉センター 

  
 

研究分担者  水戸 敬   にこにこハウス医療福祉センター 

 

  

 

 

 

 
 
Ａ．研究目的 

 平成24年4月から、それまでの委託事業であ

った重症児者通園事業は法制化され、「（改

定）児童福祉法」と所謂「つなぎ法」による日

中活動支援事業の一つと位置付けられるように

なった。これまで通園事業は発足当初から言わ

れていた、“送迎”や“医療体制”をはじめと

するいろいろな問題点に対応しながら発展して

きた。今回、新体制での一年が経過した時点で

の通園事業所にアンケート調査を行い、問題点

を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

全国301ヵ所の事業所に、制度変更に伴う新

たな問題点、通園事業でのこれまでの課題であ

る事業所数及び現状の広さ、送迎状況、医療体

制、NICU卒業生、キャリーオーバー児につい

ての実態についてアンケート調査を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

回答は136ヵ所の事業所から得た。回収率は

45.2％であった。 

新制度になってからの問題点として、利用者

数に応じての報酬となり、欠席率の高い重症児

者では収入が不安定になったとの回答が目立っ

た。その他、サービス管理責任者、看護師を含

むスタッフの確保が難しい、個別支援計画、請

求業務など事務量が増えた、事業の利用者の障

害程度に幅ができ活動内容や援助に多様に対応

する必要性が出てきた、既存の生活介護と統合

したが障害程度の異なるグループが出来ること

になり同じスペースで過ごすことが難しい、年

齢層の二極化、生活介護事業所が乱立する中、

何の知識も無く医療的ケアのある利用者を受け

入れている事業所が増えており危険、定員数を

上げると単価が下がり運営に支障を来たす、市

町村により対応に違いがあり混乱が生じている

などの意見が上げられていた（表1）。 

旧体制からの問題点として、昨年度、最も多

く指摘された“事業所の数が足りていない”と

いう意見はこの項目に記載のあった66事業所

中20事業所からあったが、それ以上に記載件

数が多かったのは、制度が変わって定員数が増

えた等の理由で事業所が手狭になってきていて、

これ以上受け入れられないという意見で、43

事業所からあった。 

医療体制（複数の添乗看護師確保）、収支、

送迎に関連して、車輌関係（購入・維持費、運

転手の確保）に何らかの問題を多くの事業所が

抱えていた（表2）。家族の高齢化に伴い送迎

が出来なくなってきていることが起こっており、

移乗のためには男性職員が必要との意見もみら

れたが、今後大きな問題になるかもしれないこ

とも想定して、“ドア to ドア”より先の“ベ

研究要旨 

 重症心身障害児者（重症児者）通園事業が法制化されて１年を経過した時点での通園事業の問

題点を改めて検討するためにアンケート調査を行った。収入の不安定化、事務量の増加、スタッ

フ確保の難しさ、利用者への対応の多様化などの新しい問題点に加えて、事業所の数と広さの不

足、送迎問題、医療体制などの問題点が改めて浮き彫りとなった。さらに、NICU長期入院児、キ

ャリーオーバーの問題も今後対応して行かなければならない。緊喫の問題として事業所数の増

加、利用者や家族の高齢化や医療度の高度化に対しての送迎体制の強化が上げられた。 
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ッド to ベッド”の希望に対して、添乗員2名

体制をすでに採り出している施設があったり、

逆に、全員の送迎が出来ないので来所中の対応

の向上を目指して一切の送迎を止めたとの回答

もみられた。医療体制に関しては看護師確保お

よび知識・技術の向上、バックアップを依頼出

来る医師・病院の確保と関係強化、介護職の医

療的ケアの実践などの医療体制強化を目指して

いるとの記載が多かった。その他、市町村によ

って利用者の負担額に差が見られる、保護者の

高齢化・本人の加齢に伴う介護量の増加などよ

り通園から短期入所・ケアホーム利用を望む声

が増えている、重症児を引き受けると収入増に

なることから十分な体制を整えないまま無責任

に受け入れる事業の増加を危惧する、田舎の現

状を踏まえた制度を希望するなどの意見が寄せ

られた。 

通園事業所におけるNICU長期入院既往児へ

の在宅支援の状況として、何らかの記載があっ

た103事業所の内の73施設、1552症例について、

NICU長期入院児（6ヶ月以上）は89人（5.7

％）であるが、重度の脳障害が多く、呼吸管理、

栄養管理などの医療的ケアを必要とする割合も

高かった（表3）。 NICU卒業生に特別な問題

があるかについての調査に応えた95事業所中4

6事業所からの記載では、半数で特別の問題を

持ち、看護体制への影響が大きく、特別な対応

が必要であり、欠席率も高いという回答が多か

った（表4）。NICU卒業生は「増えている」

は22事業所（21.4％）であったが、「減って

いる」は1事業所のみであった（表5）。通園

児・者の疾病要因として、先天異常も多いが、

成熟児の重症仮死が最も多かった。低出生体重

児の脳障害も多く、特に超低出生体重児の割合

が高かった（表6）。後天性障害では、事故に

よる脳障害も少なくないが、脳炎・脳症による

障害が最も多かった（表7）。 

キャリーオーバー児の医療について、その実

態を知るために今回質問に加えてみたが、やは

り、乳幼児期からのかかりつけの小児科医に成

人になっても診てもらっているという状況が全

国的に一般的なことが改めて明らかとなった。

「内科医が脳性麻痺は診れない」といって診て

くれない、すぐに気管切開や胃瘻を勧められて

しまう等内科医の理解不足が目立ちとても困っ

ている、小児科で対応できない疾患（悪性腫瘍、

生活習慣病など）で紹介できる所が無いなどの

問題が上げられていた（表8）。その中で、医

師間の連携で円滑に内科医に移行出来ている、

小児科医への集中傾向を医師会を中心に医療情

報の共有を図りながら地域の病院への移行を試

みているという回答もあった。 

 

Ｄ．考察 

昨年のアンケート結果で最も目を引いたのが

事業所の数が足りていないという意見であった。

全国にあとどれ位の数の通園事業所が必要であ

るかについては更に検討を要する。現在、全国

約300ヵ所の事業所の定員数の約2倍以上の登

録者数が居るとされており、それからだけでも、

通園利用希望者が毎日通園事業を利用するため

には今の２倍以上の事業所数が必要であると言

えるかもしれない。とにかく、事業所が足りな

いことは明らかであるが、今回、それ以上に記

載が多かったのは、制度が変わって定員数が増

えた等の理由で事業所が手狭になってきていて、

これ以上受け入れられないという意見で、言外

に事業所増設の必要性を示唆していると考えら

れた。全国的な地域化を考慮した事業所の増設

は緊喫の問題である。 

そして、今年度の調査にて一番注目されるの

が、これからの家族と本人の高齢化の問題であ

る。「家族の高齢化に伴い自家送迎が出来なく

なってきている」、「移乗のためには力のある

男性職員が必要」、「添乗員２名体制をすでに

採り出している」などの意見に対して、送迎体

制の人件費・車輌購入費及び維持費などの問題

の解消、事業所の送迎システムや送迎サービス

事業所の利用等の送迎体制の早急な確立が求め

られる。送迎システムが充実し確立されないと、

将来通園事業そのものも成り立たなく可能性も

考えられ、送迎の問題は今後益々大きな問題に

成るのではないかと危惧される。 

NICUの長期入院児は全国で毎年約200人発

生し、約30％が家庭へ退院、約20％が小児病

棟や施設に転棟、約20％が死亡退院し、残り

の30％、約60人の受け入れ先が必要であると

報告されている（1，2）。今回、改めて通園
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事業利用者に周産期障害に基づいた重度の脳障

害に伴う多くの重度障害児・者の存在を確認し

たが、今後もNICU卒業生が通園事業や短期入

所を利用することが増加することは間違いない

と考えられる。また、NICU卒業生には、気管

切開、人工呼吸器、酸素投与、経管栄養などの

医療的ケアを必要とすることが多いこと等も考

え合わせ、医療的な受け入れ体制の向上は当然

のこと、事業所でのスケジュールの中に利用者

の運動障害や知的障害に対するリハビリテーシ

ョンへの配慮も必要である。 

今回新たな質問項目としてキャリーオーバー

児の問題について調査を行った。結果はある程

度予測されたものであったが、現実に加齢に伴

う問題など内科専門医に診察を受けるべき状況

が日常的に起こっており、これまでの成人にな

っても小児科医が診続けてきた及び診続けてい

る状況を出来るだけ早く改善すべきで、厚生労

働省をはじめとする行政機関や小児科・内科学

会レベルでの検討が必要ではないかと考える。

 自立支援法が提出された時に、成人なのに児

童福祉法の管轄というのは問題ではないかとの

意見が強かったと聞いているが、児者一貫は重

要であるものの、その時とは逆に、特に通園事

業では、成人を未だに小児科医が診ているとい

う状況を良しとするのか改めて問い直されてい

ると言えよう。 

 

Ｅ．結論 

今回は法制化された全国日中活動支援事業所

に、新体制下での新しい問題点及び以前から継

続している問題点、NICU卒業生、キャリーオ

ーバー児についてアンケート調査を行った。 

 現時点の問題として、事業所数及びその広さ

が利用者の受け入れに関して緊喫の問題であ

り、近い将来の問題としては、利用者や家族の

高齢化を意識した送迎システムの確立が求めら

れる。現在は医療的な対応が不要の利用者でも

今後医療的な問題を抱えてくる可能性も考える

と、更なる医療体制の拡充と小児科医だけでな

く内科医、行政を巻き込んでキャリーオーバー

児の問題の解決を図るべきである。 
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表 １ 新制度になってからの主な問題点 （ ６８事業所 ） 

   

利用者数実績に応じての報酬となり、収入が不安定になった．   １６事業所 

スタッフの確保が難しい．                    ７事業所 

事務量が増えた．                        ６事業所 

障害程度・年齢が拡がったことに伴う問題             ６事業所 

 

 

表 ２ 旧体制からの続く主な問題点 

 

１ 事業所数・広さ（６６事業所） 

      広さについて                 ４３事業所 

数に関して                  ２０事業所、 

２ 医療体制（７０事業所） 

      看護師不足                  ２７事業所  

医療体制のレベルアップ            ２２事業所 

バックアップ体制の確立            １３事業所 

３ 収支（５０事業所） 

      実績払いになって収入が不安定         ２３事業所 

人件費・経費                  ９事業所 

単価が低い                   ４事業所 

利用者確保                   ４事業所 

４ 送迎（８８事業所） 

車輌関係（購入・維持費、運転手確保）に関連  ３３事業所 

      スタッフ数に関連               ２０事業所 

      医療（複数の添乗看護師確保）に関連      １８事業所 

      送迎時間・距離に関連             １５事業所 

５ その他（２６事業所） 

・ 市町村や各事業によって利用料や補助に差が有り、利用者負担に差が有る 

・ 保護者・本人の高齢化伴い、短期入所やケアホームの利用希望が増加． 

・ 在宅での介護力の低下から、訪問看護や介護のシステムの充実の希望． 

・ 収入増になるため十分な体制を整えないまま重症児者を受け入れる事業所の

増加の危惧 

・ 田舎の現状を踏まえた制度の検討． 
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表 ３ ＮＩＣＵ卒業生の数と現在の状況 

 

             長期ＮＩＣＵ入院 

       １年以上 ６ヵ月以上 ３０日以上 ２９日以下  入院なし   総数 

 

 児・者数   ３１   ５８    ３６２   １６１   ９４０   １５５２ 

 超重症児   ２５   ２１     ４１    １４   １２７    ２２９ 

 準超重症児  ２０    ７     ９３    ５０   ２１１    ３８５ 

 呼吸器装着  １２   １１     １９    １３    ７９    １３４ 

 気管切開   ２２   ２４     ５０    １５   １５６    ２６９ 

 在宅酸素療法 ３１   １７     ４２    １６   １０３    ２０９ 

 経管栄養   ２５   ３３    １４５    ５４   ３４７    ６１５ 

 

                                      （人） 

 

表 ４ ＮＩＣＵ卒業生の通所における特別な問題 

 

  有                                 46 

       ① 看護体制への影響               31 

 ② 欠席率が高い                  28 

③ 送迎時の特別な配慮            24 

         ④ 特別な対応の必要性          22 

⑤ 利用回数の制限                2 

⑥ 他の利用者との費用面での差異    2 

⑦ その他                          3 
 
                         （事業所）  
 
 

表 ５ 最近のＮＩＣＵ卒業生の増減 
 

       ① 増えている                 22 
       ② 変わらない                 39 

③ 減っている                  1 
④ 分からない                 41 
 

合計           103 
 

                        （事業所） 
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        表 ６ 障害の原因 
                             

超低出生体重児（１０００ｇ未満）      ８６  
極低出生体重児（１５００ｇ未満）     １０６ 
低出生体重児 （２５００ｇ未満）     ２１２ 
成熟児の重症仮死（低酸素性虚血性脳症）  ２４８ 
先天奇形・奇形症候群           ２２４ 
その他                    ３８６ 
                           
                      （人） 

 
 

表 ７ 後天性の原因 
                 

   交通事故               ３０  
溺水                 ３４  
その他の事故             ４５  
脳炎・脳症・髄膜炎         ２４６ 
脳出血・梗塞             ４６  
脳腫瘍                 ９  
先天性代謝異常症           ４９  
神経変性疾患             ２４  
その他               ２１０   
                         
                   （人） 
 

  

表 ８ キャリーオーバー児の医療（４８事業所） 

 

・ ずっと同じ小児科医師に診て貰っているが、その医師が交代となる時が心配． 

・ 成人以降も特定の小児科医の所への一点集中の傾向が強く問題が生じている． 

・ 小児科で診て貰っているが、成人になると診てもらえなくなる． 

・ 小児科に診てもらっているが、内科的な疾患になった時に大変苦労している． 

・ 直に気管切開や胃瘻を勧められてしまうなど内科医の理解不足は深刻． 

・ 重症児者が安心して診てもらえる病院・医師の絶対的不足． 

・ 症状が重くなった時に多くの科をたらい回しにされることが起こっている． 

・ 脳神経外科、泌尿器科、眼科などの合併症を診てもらえる病院が少ない． 

 ・ 重症児は診れないと断られる内科が多い． 

・ 新しく内科を受診することに不安を抱く家族が多い． 

・ 医療機関側が移行先の病院を紹介し、継続した医療体制を確立して欲しい． 
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 ２－（5） 国立病院機構における重症心身障害児・者通所事業の実態調査 

（最終年度） 
 

研究分担者  西間 三馨  国立病院機構福岡病院名誉院長 

研究協力者  中武孝二    同・療育指導室 療育指導室長 

       下川誠之  同・療育指導室 主任児童指導員  

       山下葉子  同・療育指導室 児童指導員 

 

  

 

 

 

 
 
Ａ．研究目的 

平成24年4月より重症心身障害児・者通園事

業は法定化され、18歳未満の利用者について

は「児童発達支援」、就学児童は「放課後等デ

イサービス」、18歳以上の利用者については

「障害福祉サービス（障害者自立支援法に基

づく「生活介護」サービス）」となった。これ

らは多機能型として一体的に実施することが

出来、児者一貫した支援が継続できることと

なっている。平成24年度の調査では、新制度

への移行状況や利用者の実態を調査し、制度

の課題や利用者ニーズを明らかにした。 

そこで本研究では、重症心身障害児・者通

園事業を実施していた国立病院機構29施設を

対象に新制度移行１年経過後の状況や苦慮し

ている点、経営面で工夫している点、利用者

の実態を調査し、利用者のニーズに即したサ

ービスの提供や、重症心身障害児・者通所の

より安定した運営のために、新制度下での通

所事業の課題等の検討を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

通園事業を実施していた国立病院機構 29

施設を対象に、以下の調査項目に関してアン

ケート調査を実施した(回収率 29/29 の 100

％)。 

1．一日の利用定員と利用時間 

2．職員数、サービス管理責任者・児童発

達支援管理責任者の職種 

3．事業種別の利用登録者数 

4．利用者の年齢構成 

 

5．大島の分類 

6．準・超重症児者数、強度行動障害該当

者数 

7．利用者の医療的ケアの状況（吸引、経

鼻経管栄養、胃瘻、腸瘻、酸素吸入、

気管切開、人工呼吸器） 

8．利用頻度 

9．送迎状況：送迎の有無、送迎加算の有

無、今後の送迎や送迎加算の取得予定

の有無、利用者の通所手段別の人数と

その中での準・超重症児者数、送迎車

の台数、1 回の送迎に同行する職員の

職種と人数 

10．平成 25 年 5 月、9 月の利用状況：予定 

人数、利用者数、欠席人数、追加人数 

11．欠席時対応加算の有無 

12．家庭連携加算、訪問支援特別加算の有 

無 

13．療育状況：療育時間、療育内容、療育 

に参加する職種 

14．新制度下で新たに始めたサービスの有 

  無 

15．医療的なケアの高い人の受入れのため 

の対応 

16．利用予定表作成時の工夫や苦慮してい 

る点 

17．利用者増員のために行っていること 

18．通所事業の在り方についての提言 

研究要旨 

重症心身障害児・者通所事業を実施している国立病院機構29施設を対象に、新制度移行後、１

年経過後の状況や利用者の実態を調査し、新制度下での通所事業の苦慮している点や課題等を検

討した。その結果、29歳以下の利用者が約80％、準・超重症児者が約30％に対して、受入や職員

配置や送迎サービスなどで検討の余地があった。また、利用者増員や送迎等の加算請求にも困難

さがあり、不安定な経営状況が示唆された。 
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Ｃ．研究結果 

１．一日の利用定員と利用時間 

 一日の利用定員は、5～20名と施設間で差が

みられたが、定員5名の施設が最も多く、19施

設で全体の66％となっている（表1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用時間帯は、9:30～15:30 の施設が最も

多く、10 施設で全体の 34％となっており、

次いで 10:00～15:30 の施設が多く、4 施設

で全体の 14％となっている（表 2）。 

 利用時間数は、5～9 時間と施設間で差が

みられた。6 時間が最も多く 11 施設で全体

の 38％となっており、次いで 5.5 時間の 6

施設で全体の 21％となっている（表 3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．職員数、サービス管理責任者・児童発 

達支援管理責任者の職種 

 医師は、2施設を除く27施設、全体の93％で

配置されている。人数は0～10名と施設間で差

がみられた。専任が配置されている施設は１

施設のみで、兼任または非常勤の施設が多く、

90%を占めている。 

看護師は全施設で配置されている。専任が

配置されている施設は12施設で全体の41％、

兼任又は非常勤のみの施設が17施設で全体の5

9％となっている。 

児童指導員は、18施設、全体の62％で配置

されている。専任で配置されている施設は4施

設で全体の14％、兼任又は非常勤で配置され

ている施設が14施設で全体の48％となってい

る。 

保育士は、26施設、全体の90％で配置され

ている。専任が配置されている施設は、10施

設で全体の34％、兼任又は非常勤のみの施設

が16施設で全体の55％となっている。 

理学療法士は、18施設、全体の62％に配置

されている。専任が配置されている施設は1施

設のみであった。 

作業療法士は、11施設、全体の38％に配置

されている。専任が配置されている施設は1施

設のみであった。 

 業務技術員は 6 施設、全体の 21％に配置

されている。業務技術員は非常勤のみの配置

であった。 

 その他の職種として、管理栄養士、言語聴

覚士、マッサージ師、療養介助員、臨床工学

士が配置されている施設がある。 

 サービス管理責任者は、全施設に配置され

ている。専任が配置されている施設が 10 施

設、全体の 34％、兼任が配置されている施

設が 19 施設 66％となっている。サービス管

理責任者の職種としては、16 施設 55％が児

童指導員、9 施設 31％が保育士、4 施設 14％

が医師となっている。 

 児童発達支援管理責任者は、24 施設、全

体の 83％に配置されている。専任が配置さ

れている施設は 4 施設、全体の 14％、兼任

が配置されている施設は 20 施設、全体の 69

％となっている。児童発達支援管理責任者の

職種としては、12 施設 50％が児童指導員、9

施設 38％が保育士、3 施設 12％が医師とな

っている（表 4）。 

 

 

 

 

 

 

一日利用定員 施設数
5名 19
７名 1
８名 1
9名 1
10名 1
15名 5
20名 1

表１　一日利用定員

利用時間帯 時間 施設数
8:30～17:30 9 1
9:00～15:00 6 1
9:00～15:30 6.5 1
9:00～16:00 7 3
9:30～15:00 5.5 2
9:30～15:30 6 10
9:30～16:00 6.5 2
9:30～16:30 7 1
9:45～15:00 5.3 1
9:45～15:30 5.8 1
10:00～15:00 5 2
10:00～15:30 5.5 4

表2　利用時間帯

利用時間 施設数
5時間 2

5.3時間 1
5.5時間 6
5.8時間 1
6時間 11

6.5時間 3
7時間 4
9時間 1

表3　利用時間数
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３．事業種別の利用登録者数 

 利用登録者数は、全 29 施設で児童発達支

援が 79 名（平均 2.7 名、全体の 10.9％）、

放課後等デイサービスが 215 名（平均 7.4 名、

全体の 29.8％）、生活介護が 428 名（平均

14.8 名、全体の 59.3％）である。 

 旧Ｂ型の施設は、24 施設で児童発達支援

が 67 名（平均 2.8 名、全体の 12.9％）、放

課後等デイサービスが 157 名（平均 6.5 名 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．利用者の年齢構成 

年齢構成は、0～6 歳が 81 名（平均 2.8 名、

全体の 11.2％）、7～17 歳が 207 名（平均

7.1 名、全体の 28.7％）、18～29 歳が 296 名

（平均 10.2 名、全体の 41.0％）、30～39 歳 

 

 

 

 

 

 

 

５．大島の分類 

重症心身障害児者の定義である区分Ⅰに属

する利用者が 530 名で全体の 73.4％、動く

重症児者である区分Ⅱに属する利用者は、

108 名で全体の 15.0％、重度肢体不自由児者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全体の 30.3％）、生活介護が 295 名（平均

12.3 名、全体の 56.8％）である。 

 旧Ａ型の施設は、5 施設で児童発達支援が

12 名（平均 2.4 名、全体の 5.9％）、放課後

等デイサービスが 58 名（平均 11.6 名、全体

の 28.6％）、生活介護が 133 名（平均 26.6

名、全体の 65.5％）である（表 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

が 114 名（平均 3.9 名、全体の 15.8％）、40

歳以上が 24 名（平均 0.9 名、全体の 3.3

％）である。18～29 歳が最も多く、7～17 歳

が次に多くなっている（表 6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

である区分Ⅲに属する利用者は 25 名で全体

の 3.5％、中軽度障害児者である区分Ⅳに属

する利用者は 13 名で全体の 1.8％である

（表 7）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

児童
発達支援

放課後等
デイサービス 生活介護

児童
発達支援

放課後等
デイサービス 生活介護

児童
発達支援

放課後等
デイサービス 生活介護

人数 79 215 428 67 157 295 12 58 133
割合 10.9% 29.8% 59.3% 12.9% 30.3% 56.8% 5.9% 28.6% 65.5%

平均人数 2.7 7.4 14.8 2.8 6.5 12.3 2.4 11.6 26.6

旧Ｂ型 旧Ａ型
表5　利用登録者数　n=722

全体

0～6歳 7～17歳 18～29歳 30～39歳 40歳以上
人数 81 207 296 114 24
割合 11.2% 28.7% 41.0% 15.8% 3.3%

平均人数 2.8 7.1 10.2 3.9 0.9

表6　　利用者の年齢構成　ｎ＝722

区分Ⅰ 区分Ⅱ 区分Ⅲ 区分Ⅳ 不明
人数 530 108 25 13 46
割合 73.4% 15.0% 3.5% 1.8% 6.3%

区分Ⅰ（定義通り）；大島の分類1～4
区分Ⅱ（動く重症児・者）；大島の分類5・6・10・11・17・18
区分Ⅲ（重度肢体不自由児・者）；大島の分類8・9・15・16・24・25
区分Ⅳ（中軽度障害児・者）；大島の分類7・12・13・14・19・20・21・22・23

表7　利用者の大島の分類　n=722
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６．準・超重症児者数、強度行動障害該当

者数 

準・超重症児者は 118 名で全体の 16.3％、

超重症児者数は、85 名で全体の 11.8％、強

度行動障害該当者数 45 名で全体の 6.2％で

あった（表 8）。 

 

 

 

 

 

７．利用者の医療的ケアの状況 

吸引が必要な利用者は 225 名で全体の

31.2％、経鼻経管栄養の利用者は 115 名で全

体の 15.9％、胃瘻をしている利用者は、173

名で全体 24.0％、腸瘻をしている利用者は 5

名で全体の 0.7％、酸素吸入をしている利用

者は 52 名で全体の 7.2％、気管切開をして

いる利用者は 122 名で全体の 16.9％、人工

呼吸器を使用している利用者は 49 名で全体

の 6.8％であった（表 9）。 

 

 

 

 

 

８．利用頻度 

 利用者の利用頻度は、週 1 回が最も多く

214 名で全体の 29.6％、次いで週 2 回が 141

名で全体の 19.5％、学校長期休み時が 134

名で全体の 18.6％の順となっている（図 1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９．送迎状況 

1）送迎の有無 

 送迎実施は 12 施設で全体の 41.4％、未実

施は 17 施設で全体の 58.6％である。送迎を

実施している 12 施設のうち、送迎加算を取

得している施設は 4施設である。 

送迎を行っている施設で送迎加算を取得し

ている施設は 33.3％となっており、送迎を

行っている施設でも送迎加算を取得している

施設は少なく、今後送迎加算を取得する予定

の施設もなかった。また、送迎未実施の施設

の中で、送迎を予定している施設はなかった

（表 10）。 

 送迎を行っている施設の送迎車の台数は、

1 台が 8 施設、2 台が 3 施設、3 台が１施設

であった。 

 最大送迎利用者数は、2 名が 5 施設、3 名

が 2 施設、4 名が 3 施設、5 名が 2 施設であ

った。 

 

 

 

 

2）通所手段 

 利用者の通所手段は、自家用車のみが最も

多く 65.4％、次いで施設車両のみで 13.1％、

施設車両＋自家用車で 9.9％の順となってい

る（図 2）。 

準・超重症児者の通所手段は、自家用車の

みが最も多く 69.0％、次いで施設車両のみ

で 8.9％、施設車両＋自家用車で 6.9％の順

となっている（図 3）。 

全体の利用者と準・超重症児者の通所手段

は上位３つとも同様であったが、自家用車の

みの割合が、準・超重症児者でより高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

準超重症児・者 超重症児・者
強度行動障害

該当者
人数 118 85 45
割合 16.3% 11.8% 6.2%

表8　準・超重症児者数、強度行動障害該当者　

吸引
経鼻

経管栄養 胃瘻 腸瘻 酸素吸入 気管切開 人工呼吸器

人数 225 115 173 5 52 122 49
割合 31.2% 15.9% 24.0% 0.7% 7.2% 16.9% 6.8%

表9　医療的ケアの状況　n=722

送迎加算
とっている

送迎加算
とっていない

4 8 17

送迎実施
送迎

未実施

表10 送迎の有無
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10．平成 25 年 5 月、9 月の利用状況 

 寝たきり全体の 27 施設では一日の平均利

用予定者数は 6.2 名、一日平均利用者数は

5.5 名、月平均出席率は 88.3％、月欠席者総

数は 16.5 名、月追加人数総数は 2.3 名とな

っている。準・超重症児者が全体の 20％以

上の寝たきりの施設（19 施設）、その他の準

・超重症児者が 20％未満の寝たきりの施設

（8 施設）、動く重症心身障害児者の施設（2

施設）の 3 群に分け、一日平均利用予定者

数を比較すると、準・超重症児者が全体の

20％以上の施設は、7.0 名、準・超重症児者

が 20％未満の施設は、4.3 名、動く重症心 

 

 

 

 

 

 

 
11．欠席時対応加算の取得 

 欠席時対応加算を取得している施設は 19

施設、取得していない施設は 10 施設であっ

た。取得していない 10 施設中、2 施設は今

後取得予定であった。 

 
12．家庭連携加算、訪問支援特別加算の取  

  得 

 家庭連携加算を取得している施設はなく、

今後取得を考えている施設は 2 施設のみで

あった。 

 
13．療育状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身障害児者の施設は、5.6 名となっている。 

平均出席率を比較すると、準・超重症児者が

20％以上の施設は 86.5％、準・超重症児者

が 20％未満の寝たきりの施設は 92.6％、動

く重症心身障害児者の施設は 98.8％となっ

ており、準・超重症児者が 20％以上の施設

の出席率が低くなっている。月追加人数総数

を見ると準・超重症児者が 20％以上の施設

は 2.6 人、準・超重症児者が 20％未満の施

設は 1.8 人、動く重症心身障害児者の施設は

1.5 人となっている（表 11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

療育時間は 60～300 分と施設間で差がみら

れた。120 分の施設が最も多く 8 施設、次い

で 90 分の施設が 7 施設、60 分の施設が 4  

施設の順となっている（表 12）。療育内容と

しては、スヌーズレン、散歩、音楽療育、感

覚療育、制作、季節行事の他にプールや運動、

ゲーム、遠足、清掃、外出などを行っている

施設もあった。 

療育には、保育士・看護師の他に、業務技

術員、児童指導員、療養介助員、運転手、ヘ

ルパー、理学療法士が参加している施設があ

った。平均療育時間は準・超重症児者が 20

a:施設車両のみ      f:施設車両＋タクシー 

b:自家用車のみ      g:施設車両＋自家用車＋タクシー 

c:タクシーのみ      h:その他 

d:施設車両＋自家用車 

e:自家用車＋タクシー 

5月 9月 平均 5月 9月 平均 5月 9月 平均 5月 9月 平均 5月 9月 平均
寝たきり全体 6.0 6.3 6.2 5.3 5.6 5.5 88.4 88.1 88.3 17 16 16.5 2.4 2.4 2.3
準・超重症児が

20％以上 6.8 7.1 7.0 5.9 6.2 6.1 86.5 86.4 86.5 20.6 19.7 20.2 2.8 2.6 2.6

準・超重症児が
20％未満 4.2 4.5 4.3 3.9 4.1 4.0 93.0 92.1 92.6 8.3 7.3 7.8 1.5 2.0 1.8

動く重心 5.5 5.7 5.6 5.5 5.6 5.5 99.2 98.5 98.8 1.5 5.0 3.3 0.0 3.0 1.5

表11．医療度別の利用者数、出席率、欠席数、追加人数
一日平均利用予定者数 一日平均利用者数 月平均出席率 欠席数 追加人数
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％以上の施設では 115 分、準・超重症児者

が 20％未満の施設では、101 分、動く重症

心身障害児者の施設では、85 分となってい

る。療育に参加しているスタッフの人数も 2

～14 人と差が見られた。3 人の施設が最も

多く 8 施設、次いで 2 人と 4 人の施設が 6

施設となっている。各施設の利用者の人数も

考慮しなければならないが、療育参加人数は、

準・超重症児者が 20％以上の施設では 4.7

人、準・超重症児者が 20％未満の施設では、

3.6 人、動く重症心身障害児者の施設では、

4.5 人となっている。保育士の数は、準・超

重症児者が 20％以上の施設では 2.0 人、準

・超重症児者が 20％未満の施設では、1.6

人、動く重症心身障害児者の施設では、3.5

人となっている。看護師の数は、準・超重症

児者が 20％以上の施設では 2.3 人、準・超

重症児者が 20％未満の施設では、1.1 人、

動く重症心身障害児者の施設では、1.0 人と

なっている。（表 13、14）。 

 
表12．療育時間 表13．療育参加人数

平均時間 施設数
療育参加

人数 施設数

60分 4 2 6
70分 1 3 8
75分 2 4 6
80分 1 5 3
90分 7 7 3
105分 1 8 1
120分 8 10 1
150分 3 14 1
180分 1
300分 1

 
 

 

 

 

 

 

 

 

14．新制度下で新たに始めたサービスの有  

  無 

 新たにサービスを始めた施設は 3 施設の

みで、2 施設が放課後等デイサービス、1 施

設が入浴を始めている。 

 

15．医療的なケアの高い人の受入れのため

の対応 

 準・超重症児者を受け入れている 22 施設 

の対応として、人数制限や日数制限などの対 

応をしている施設が 14 施設と最も多く、希 

望通りに受入れが出来ている施設は 7 施設 

だった。職員数を増やして対応している施設 

が１施設あった（表 15）。 

いない 希望通り 調整 職員数増
7 7 14 1

表15　医療ケアの高い人の受入れの対応

 

 

16．利用予定表作成時の工夫や苦慮してい

る点 

長期休暇中に放課後等デイサービスを行って

いる事業所では、長期休暇中のみ生活介護、

児童発達支援の利用者の利用回数を減らして

いる施設があるなど、長期休暇中の予定表作

成に苦慮している施設が 3 施設あった。 

体調不良等で欠席があった場合に、追加で

の利用者の確保を難しく感じている施設が 3

施設あった。また、欠席者がでることを見越

して定員を上回るように予定を組んでいる施

設も見られた。 

動く重症心身障害児者の通所では、それぞ

れの行動の特性を考慮し、利用者の組み合わ

せを決めるなどの工夫が行われていた。 

 

17．利用者増員のために行っていること 

 特別支援学校に宣伝を行ったり、実習や見

学の受け入れを行っている施設が多く、11

施設あった。また、行政や施設、相談事業所

などの関係諸機関と情報交換を行ったり案内

を配布している施設が 9 施設あった。その

他、家族の意向調査やアンケートを行ってい

る施設も 2 施設あった。 

 
18．通所事業の在り方についての提言 

 各１施設ではあるが、以下のような意見が

あった。 

送迎面については、送迎加算や通所サービ

ス利用促進事業だけでは新たに自施設送迎を

療育時間(分） 参加人数 保育士 看護師

全体 109 4.4 2 1.8

準・超重症児が
20％以上 115 4.7 2 2.3

準・超重症児が
20％未満 101 3.6 1.6 1.1

動く重心 85 4.5 3.5 1

表14．療育時間、参加人数
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始めることは困難である、医療的なケアの高

い人の送迎を実施していけるように送迎加算

の引き上げを希望する、小規模事業所に自施

設送迎を求めるのではなく、公的サービスと

して第三者事業所が送迎を行うような仕組み

を構築する必要がある、との意見があった。 

 経営面について、補助事業の時は、何とか

対応できたが、平成 24 年度から収入面が厳

しくなってきている、施設が努力して利用者

を増加させると単価が下がることに違和感が

ある、一体的事業なのに年齢によって報酬単

価が異なるのはどうか、動けるがゆえに障害

程度区分が低く出やすく、収入が激減してい

る、との意見があった。 

 医療度の高い利用者の受入れについては、

受け入れられる事業所が少ないため、報酬や

制度面での見直しが求められる、医療ケアの

高い利用者を受け入れるためには常勤看護師

が不可欠であるが、数が少なく対応が難しい、

との意見があった。 

 その他で、相談支援事業所や他の事業所と

の連携が不可欠であるが、十分にできていな

い、動く重症心身障害児者の通所では、通所

で行動が落ち着いた利用者は移行支援を行い、

その代わりに行動障害で困っている利用者を

受け入れている、児童の利用者と成人の利用

者が一緒に過ごすメリットはあるが、発達レ

ベルや生活年齢を考えた時、別々に療育を設

定する場があるとより充実したサービスがで

きるのではないか、という意見があった。 

 
Ｄ．考察 

 利用定員は、5 名が 19 施設と最も多く、

次に 15 名が多く 5 施設となっている。旧重

症心身障害児者通園事業からの定員を変更し

ていない施設が多かった。 

 利用時間数については、6 時間が最も多く、

11 施設、次に 5.5 時間が多く 6 施設となっ

ている。通所事業は、専任の職員が少ないた

め、利用者のニーズがあったとしても、7・

8 時間の利用時間にすることは現状では困難

であることがうかがえる。 

職員配置について、看護師は全施設で配置

されているが、専任が配置されている施設は

12 施設で全体の 41％であった。利用者全体

の中で、準・超重症児者は約 28％となって

いる。また、医療的ケアとしては、吸引が約

31％、胃瘻が約 24％となっている。今後、

医療ケアを必要とする利用者を受け入れるた

めには、専任の看護師の配属を増やしていく

必要があると思われる。 

サービス管理責任者、児童発達支援管理責

任者は、児童指導員・保育士が約 85％とな

っている。サービス管理責任者の職務として、

個別支援計画や手続き支援等があるため、療

育指導室スタッフが行っていることが多いの

ではないかと思われる。 

利用登録者数は、生活介護が約 59％、放

課後等デイサービスが約 30％となっている。

年齢構成としては、0～6 歳が全体の約 11％、

7～17 歳が全体の約 29％、18～29 歳が全体

の約 41％を占めている。29 歳以下の利用者

が全体の約 81％となっており、若年層の利

用者が多数を占めている。 

 利用頻度について、週 1・2 回が全体の約

50％を占めている。他の通所事業と併用で

の利用が考えられるため、他の通所事業との

併用状況等を調べることで、在宅でどのよう

なサービスが求められているか、今のサービ

スで十分なのか検討していく必要があると考

える。 

送迎については、送迎を実施している施設

は 12 施設で全体の 41％であるが、送迎加算

を取得している施設は 4 施設のみとなって

いる。送迎未実施の施設で今後送迎を考えて

いる施設はなかった。 

送迎未実施の施設が多いこともあり、通所

手段は自家用車のみが最も多く、約 65％と

なっている。特に準・超重症児者については、

自家用車のみの通所手段となっている割合が、

約 69％とより高くなっている。このことか

ら準・超重症児者の家族の負担が大きくなっ

ていることが示されている。 

利用状況について、準・超重症児者が全体

の 20％以上の施設は、その他の寝たきりの

施設や動く重症心身障害児者が多い施設に比

べ、利用予定者が多くなっている。これは、

国立病院機構には、準・超重症児者の受入れ
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のニーズが高いことを示唆するものではない

かと考える。 

しかし、準・超重症児者が全体の 20％以

上の施設は、その他の施設に比べ、出席率が

低くなっている。このことは、準・超重症児

者を受け入れることに経営的なリスクがある

ことが示されている。そのためにも欠席時対

応加算の取得は不可欠であるが、約 65％の

取得となっている。94 単位と単位は低いが、

取得していく必要があると同時に、超重症児

の加算を設定することで経営的な安定が望ま

れる。 

 療育については 60～300 分と施設間で差

があり、また療育参加スタッフ人数も 2～14

名と差が見られた。各施設の利用者の人数も

考慮しなければならないが、準・超重症児者

が 20％以上の施設では療育参加人数は 4.7

人で、保育士が 2.0 人、看護師が 2.3 人、準

・超重症児者が 20％未満の施設では、療育

参加人数が 3.6 人で、保育士が 1.6 人、看護

師が 1.1 人、動く重症心身障害児者の施設で

は、療育参加人数が 4.5 人、保育士が 3.5 人、

看護師が 1.0 人となっている。準・超重症児

者が 20％以上の施設では看護師の参加人数

が多く、動く重症心身障害児者の施設では、

保育士の参加人数が多くなっている。医療的

なケアが必要である準・超重症児者が 20％

以上の施設では看護師が療育に参加しなくて

は療育参加自体が困難であることが考えられ

るため、必然的に看護師の参加人数が多くな

っているのではないかと思われる。動く重症

心身障害児者の施設では、行動障害への対応

のため、参加人数は必要であるが、医療的な

ケアは必要ではないため、保育士の参加人数

が多くなっているのではないかと考える。保

育士・看護師・業務技術員などの職種の人数

の率によってサービスに違いがあるが今後検

討していく必要がある。 

新制度下で新たに始めたサービスについて

は、放課後等デイサービスを始めた施設が 2

施設、入浴を開始した施設が１施設あった。

収支面の問題もあり送迎等の新たなサービス

を行い、サービスの充実を行うことが難しく

なっているのではないかと考える。 

準・超重症児者の受入れを行っている 22

施設で人数制限や日数制限などの調整を行っ

ている施設が 14 施設、希望通りに行ってい

るという施設が 7 施設、職員を増やし対応

している施設が１施設あった。利用者のニー

ズに沿い、希望通りに受け入れたいという思

いはあるが、職員数や受け入れ体制の問題が

あり、受け入れが困難な現状がうかがえる。 

利用者増員のため、取り組みをしている施

設が 20 施設あった。補助事業から利用人数

に対しての報酬に変わり、安定した経営のた

めには一定の利用者の確保が必要となる。利

用予定人数を定員以上に設定している施設も

あるなど、安定した経営のための工夫が各施

設で行われている。提言にあげられたような

送迎加算の引き上げや看護師の増員、超重症

児加算等が今後の課題といえよう。 

 
Ｅ．結論 

利用登録者は 29 歳以下が約 80％を占め、

若年層の利用者のニーズが高いことがうかが

えた。送迎手段については自家用車のみが多

く、送迎面の家族の負担が大きくなっている

ことが分かった。国立病院機構に対する準・

超重症児者の受入れのニーズは高いが、準・

超重症児者の欠席率は、その他の寝たきり重

症心身障害児者や強度行動障害該当者よりも

高く、経営的なリスクや受け入れ体制の課題

が山積していた。今後、安定した運営を行う

ためには、超重症児加算や送迎加算、欠席対

応加算等の引き上げ等が望まれる。    
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 ２－（6） アメリカ調査報告  
 

研究代表者  末光 茂  川崎医療福祉大学特任教授 

 
１．国連本部 

 伊東亜紀子氏（国連障害者権利条約日本代表

事務局責任者）との意見交換で、わが国の重症

心身障害児者、特に在宅重症児が置かれた状況

と制度改革の課題について説明し、理解を求め

た。 

 また国際リハビリテーション協会のJan A.  

Monsbakken博士との面識を得ることができた。 

 

２．Fernald Development Center 

 アメリカで最初の知的障害者入所施設として

160年前に開設。最大規模時2200人を擁してい

たが、脱施設化の方針のもと、20年前に200人

規模に縮小。さらに現在は50程度の入所とデイ

センターのみになっている。 

残された利用者は超重症児者・準超重症児者

等医療ニードの高い重度重複障害であろうと予

測したが、必ずしもそうでなく、視覚障害等を

合併しているが自立度の高い小舎と、重症児に

近い全面介助の病棟であった。 

 デイセンターには、感覚統合レベルから作業

収入が得られる課題まで、幅広いプログラムが

用意されていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．ボストン市内のデイセンター（Massachuse

tts Association for Retarded Citizensによ

る運営） 

 25～80歳の54名が利用しており、３グループ

に分かれてプログラムを提供していたが、重症

心身障害に該当する利用者は少なく、呼吸管理、

経管栄養等の超重症児者・準超重症児者等は見

当たらなかった。 

 支援費の為の評価表は、わが国の今後の評価

に参考になると考えられる。 

 

４．George Mavridis氏の出版物 

 いとこの法的後見人としてFernald Center 

から地域生活への移行、そして最後の看取りま

で支援してきた、その経緯を１冊の本にまとめ

て出版しており、提供を受けた。 

またFernald Centerの歴史的経過についても

資料提供を受けることができた。 

 

【参考文献】 

岡田喜篤、有馬正高、木原肖子、末光茂、重症

児（者）に関する海外事情、両親の集い2013.8

：第673号3－16. 
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２－（7） オランダ調査報告  
 

研究代表者  末光 茂          川崎医療福祉大学 特任教授 

研究協力者  小埜寺 直樹    明治安田生活福祉研究所 主任研究員 

 
１．IASSIDD第6回 SIRG-PIMD円卓会議 

(1)はじめに 

  2013年10月23日から25日まで、オランダの

フローニンゲン大学において、国際知的障害学

会（IASSIDD）の第6回「SIRG-PIMD円卓会議」

が開催された。 

 国際知的障害学会は1964年に組織され、知的

障害者の福祉の向上を目的とした国際的な学術

交流団体である。その下には特別研究グループ

（Special Interest Research Groups）が10グ

ループ設置され、「健康」「高齢化」「家族」

「QOL」等、知的障害に関する横断的で今日的

な課題が検討されている。「SIRG-PIMD円卓会

議」は、「重度重複障害（Profound Intellect 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ual and Multiple Disabilities）」を研究対

象とする特別研究グループの会合である。第1

回「SIRG-PIMD円卓会議」は1996年にヘルシン

キで開催され、今回が第6回目となる。本円卓

会議の参加登録者は44名であった。参加者の出

身国は、アイルランド、イギリス、エストニア、

オランダ、スイス、ドイツ、フランス、ベルギ

ーと圧倒的に西欧諸国が多く、日本からは3名

の参加であった。 

 本グループが対象とする「重度重複障害（PI

MD）」の定義は以下のとおりである。日本の

「重症心身障害」の臨床像とほぼ一致している

とされる（曽根2009）。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【PIMD の定義】（曽根2009）  

 

・障害を持つに至った原因は、病因学的にも、社会機能・行動学的にもさまざまである。たとえば染色体異常、変性疾

患、 先天代謝異常、先天性の脳障害、重症感染症はすべてPIMDの原因となりうる。 

・PIMDの「核となる人たち」は、知的障害が最重度なため既存の標準化された知能テストでは知的レベルを評価するこ

とができず、かつ痙性四肢麻痺のような最重度の運動障害を持っている人たちである。 

・「核となる人たち」は最重度知的障害と最重度運動障害以外にも感覚障害を高頻度に合併していると予想される。PIM

Dを持つ人たちの大脳の障害に起因する視覚障害合併率はとても高いと考えられる。 

・「核となる人たち」はまた、あらゆる発達医学に関連する合併症－たとえばけいれん性疾患－についてリスクを持

ち、ほとんどすべての人が定期的な服薬を必要としている。また、多数が経管栄養をされていたり、摂食機能障害を持

っていたりする。 

・「核となる人たち」の中にはからだがとても弱くて生きるために毎日24時間マンツーマンまたはそれに近い介護を受

けなければならないグループが存在する。 

・PIMDの「核となる人たち」は二つのグループといくらか重複する。第一のグループは知的レベルが極端に低くて、さ

らに何らかの臓器の機能障害または運動機能障害を合併している人たちである。第二のグループは痙性麻痺や骨の変形

などのために極端に重度の運動障害を持ち、さらに重度知的障害を合併している人たちである。 
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 このたびの円卓会議は、本会議と若手研究者

会議（Early Career Researcher Meeting）の2

部構成で行われた。若手研究者会議は、23日午

後からの本会議に先立ち22日午後から23日の午

前にかけて、本会議と同じくフローニンゲン大

学で開催された。若手研究者会議の構成メンバ

ーは主に大学院博士課程に在籍する大学院生で

ある。参加者は「重度重複障害（PIMD）」に関

する論文テーマについての発表を行い、それに

対して、当分野での研究経験の豊富なSenior R

esearcherが指導と助言を行った。若手研究者

は17名であり(これらは総参加登録者44名にも

含まれる)、所属は開催校であるフローニンゲ

ン大学と隣国ベルギーのルーヴェン・カトリッ

ク大学（オランダ語圏）の院生が多くを占めて

いた。若手研究者は”Pitch”という研究テー

マを1分程度にまとめたショートプレゼンテー

ションを行い、その録画映像は本会議中に逐次

上映された。若手研究者会議については後の考

察で触れることとし、以下本会議における検討

内容の概略を記す。 

 

(2)本会議における検討内容 

 本会議は3日間に渡り開催され、検討議題は

次の3点であった。①発達、②家族・QOL、③将

来的な研究課題。①発達、②家族・QOLについ

ては口頭発表とポスター発表が行われ、③将来

的な研究課題については全体会形式で進行した。

各演題数は以下のとおりである。なお各演題の

抄録については、ホームページで公開されてい

る （http://www.opvoedingsprogramma.nl/si

rgpimd/）。 

  

検討課題 口頭発表 ポスター発表 

①発達 ５題 ８題 

②家族・QOL ５題 ５題 

③将来的な研究課題 ３題 －－－ 

 

 全演題を通じて本会議で主要な論点となった

ことは、「重度重複障害（PIMD）」の発達やQO

Lについての「尺度」と「測定方法」について

であった。すなわち「重度重複障害（PIMD）」

を研究対象とする際の基本的な研究方法論に議

論は収斂されたといえる。また発達やQOLの測

定のためには、同一対象を一定期間追跡する

「縦断研究法（longitudinal study）」が必要

となる。そのためには「重度重複障害（PIM

D）」を有する人々に一定数アプローチするこ

とが求められるが、そもそもマイノリティであ

る研究対象を確保することの困難さについての

現実的な問題も生じる。さらに乳幼児を研究対

象とする場合には、「重度重複障害（PIMD）」

であるか否かの「判断」をどの時点で行うのか、

という対象設定の困難さも加わる。このような

研究方法論をめぐる基本的論点が活発的に議論

された。なお「重度重複障害（PIMD）」を有す

る人々の発達やQOLの測定について、映像や観

察記録などの「質的」な手法の可能性について

も検討が行われた。また家族のQOL研究につい

ては、その対象を親だけではなく「きょうだい

（sibling）」にまで拡げた視点が主流となっ

ていることが印象的であった。 

 他方、このような研究方法論だけではなく、

②家族・QOLのセッションにおいては、イギリ

ス（スコットランド）におけるPAMISの家族支

援プログラムの報告があった（PAMISの実践に

ついては、http://www.pamis.org.uk/ に詳し

い）。フロア間で各国における在宅支援（パー

ソナル・サポート）の現況と課題についての意

見交換も行われた。各国で一致をみたことは、

「重度重複障害（PIMD）」の子どもへの支援は

「母親」の役割が大きく、「父親」の参加は仕

事の都合上困難であることが多い、とのことで

あった。このように必ずしも純粋な学問的研究

ばかりではなく、実践報告に類する演題や各国

の実践についての情報交換も本円卓会議の目的

となっている。 

 最終日は全体会形式で、次回円卓会議に向け

た今後の研究課題が総括された。上記論点が再

度集中的に議論されるとともに、本グループの

リーダー的人物であるHogg教授（University o

f Dundee）より、子どもの安楽死と「重度重複

障害（PIMD）」に関する生命倫理問題が提起さ

れた。当問題については、関心のあるメンバー

により新たに研究チームを立ち上げることが決

定した。 

 

(3)我が国の「重症心身障害」研究への示唆 
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 以上が本円卓会議の検討内容の概略である。

以下、本円卓会議を通じた今後の我が国の「重

症心身障害」研究への示唆について考察する。 

 第1に、海外において「重度重複障害（PIM

D）」の発達やQOLに関する「尺度」と「測定方

法」の開発が主要な論点となっていることは、

一見すると学問研究の「入口」的なイメージを

持ちやすい。しかし「重度重複障害（PIMD）」

の臨床像を知る者であれば、それが最大の研究

課題の1つであることは容易に理解できるであ

ろう。この点で、当領域に関わる各国の研究者

が創意工夫をしつつ、相互協力体制のもとで有

効な方法論を模索・開発している現状をまず指

摘しておきたい。 

ところで、我が国で「重症心身障害」への研

究が本格的に開始したのは、1961年に島田療育

園が開園し、研究委託費が国より支給されたこ

とを緒としてよいだろう。その後、1967年の児

童福祉法一部改正により「重症心身障害」の施

設療育制度が法制度化された。以降公法人立施

設ならびに国立療養所重症児病棟の整備が促進

し、これら入所施設を中心に我が国における

「重症心身障害」についての体系的組織的な研

究が蓄積されていった。「重症心身障害」を研

究対象とする学術研究団体である「重症心身障

害研究会（1996年に重症心身障害学会に改

称）」が発足したのは1975年であった。今日、

我が国の医療福祉領域に「重症心身障害」とい

う対象が制度的にも実体としても明確に位置づ

いていることは、このような半世紀にわたる実

践の成果によるものであろう。この点で「重度

重複障害（PIMD）」に関する研究の蓄積は、日

本が世界に誇る財産であると言ってよいだろう。

 本円卓会議で「重度重複障害（PIMD）」への

「縦断研究」における研究対象の確保の困難性

について議論となったが、すかさず参加メンバ

ーの1人であった曽根氏（東京都立東大和療育

センター）より、日本の重症児施設の存在が紹

介・提案されたことは、この研究領域における

研究環境の面からも日本の優位性を示す1つの

証左と理解できる。海外においては、研究対象

として「重度重複障害（PIMD）」を一定数確保

すること自体が難しい状況があるのである。し

かしながら、我が国の「重症心身障害」の研究

成果や実践は十分世界に共有されていない状況

がある。国際知的障害学会がヨーロッパで誕生

したこと、それゆえに研究の中心もヨーロッパ

が主体となっていること、我が国の「重症心身

障害」に関する英語による研究発表（論文）が

極めて少ないこと、これらが影響して国際学会

における認知度が不足していることは否めない

であろう。このような現状を打破し、海外にお

ける「重度重複障害（PIMD）」研究に、我が国

の従来の研究が活用されていくことが期待され

る。 

第2に、上記と関連して我が国が今後「重症

心身障害」に関する情報を発信していく上では、

海外における「重度重複障害（PIMD）」研究の

立脚点についての認識を深めておく必要がある

だろう。この円卓会議の設立スローガンは「Fr

om invisible to visible」であった。”invis

ible”という概念は非常に深奥であり、「見え

ない、不可視の」という形容詞である。すなわ

ちこのスローガンとは「重度重複障害（PIMD）

を可視化していく」という意味であるが、そう

であるならば「重度重複障害（PIMD）」への西

欧社会の認識の根底には「見えない、不可視

の」という意識が厳然と横たわっていることを

意味することになろう。実は筆者は、本円卓会

議の開催中、なぜ「重度重複障害（PIMD）」の

発達を「実証」することに並々ならぬ注力を図

っているのか、多少の違和感を覚えていた。こ

の点についてもう少し検討を進めていこう。本

グループのリーダー的人物であり「重度重複障

害（PIMD）」の生命倫理問題についての新たな

研究チームの立ち上げを要請したHoggは「重度

重複障害（PIMD）」についての書籍の序文に次

のような緒言を記述している。「PIMD児(者)の

まさに生きる権利が、かなり明確な形で一部の

哲学者によって否定されてきた。生命倫理学者

と自称している人々は,PIMD児(者)は自己意識

や認知発達がないだろうという見解から、彼ら

は人間として認められないと主張する。拒否的

な優生学は本当にまだ残っていてやまないもの

である。」（Hogg 2009） 

このHoggの言説をもとに「見えない、不可視

の」という用語の意味を考察すると、そこには

「重度重複障害（PIMD）」を有する人々の「人
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間存在」の当否が浮き彫りにされるのではない

か。たしかに我が国においても歴史をさかのぼ

れば、「重症児は生きる価値なし」といった主

張が社会的に公然と提起されたことはあった。

 しかしながら、そこでの意味とは、筆者の解

するところ、施設療育制度について公的資金を

投入することの当否（経済合理性）が言われた

までであって、Hoggが指摘するような「人間存

在」を認めないという言説とは明らかに一線を

画していたように思われるのである。そうでな

ければ、我が国の重症児救済に対する広範な社

会のキャンペーンや、今日までの「重症心身障

害」についての様々な制度の背景にある社会的

価値の説明が困難であろう。この点で、岡田は

我が国の「重症心身障害」の施設療育制度を支

える背景に、西欧社会とは異なる日本独自の人

間観が存在する可能性を指摘していることは示

唆的である（岡田2013）。仮にHoggが問題提起

するような「重度重複障害（PIMD）」について

「人間存在」の当否から説き起こしていかけれ

ばならない社会的状況がヨーロッパにあり、そ

れゆえに対象を「可視化」していくための「戦

略」として「発達」の「実証」が求められてい

る状況が研究の根底にあるとするならば、我が

国の「重症心身障害」研究の立脚点と海外のそ

れとはかなり次元を異にしているといえよう。

 我が国においては「重症心身障害」はとうに

“visible”な存在であり、なぜいまにおいて

もなお「発達」の「実証」に注力する必要があ

るのか。筆者が本円卓会議の開催中に違和感を

覚えたのは、まさにこの認識のギャップからく

るものであったといえる（なお筆者は「発達」

が無意味であるといっているわけではない。そ

れらが「実証」されなければ「重度重複障害

（PIMD）」を有する人々に「人間存在」を認め

られない、という認識に違和感があることを言

明したまでのことである）。今後我が国が「重

症心身障害」についての研究を国際社会に発信

していく際には、このような西欧社会との人間

観の相違が存在する可能性を視野に入れておく

ことも極めて重要となるのではなかろうか。 

第3に、当事者（親・きょうだい）からの情

報発信の強化についてである。本円卓会議では

親やきょうだいによる発表も少なからず存在し

た。スコットランドのPAMISの実践報告では、

実際に当事者である親が報告に参加していた。

我が国には「重症心身障害」の全国的な親の会

である「全国重症心身障害児(者)を守る会」が

組織化されている。このように全国レベルで

「重度重複障害（PIMD）」の親の会が組織化さ

れていることは、確証は得られていないが、日

本の特徴の1つのようである。日々介護に追わ

れる家族の立場で、国際交流に参加することの

困難さは十分に斟酌する必要はあるが、例えば

ICTを活用した情報発信などは検討されてもよ

いのではないか。また今日のビジュアル化の時

代においては、言語コミュニケーションを媒介

しなくとも、映像によるメッセージの伝達も一

定程度は可能であろう。国際的な家族間におけ

る問題意識の共有は、「重度重複障害（PIM

D）」の福祉の向上を図り、また研究のインス

ピレーションを刺激していく上でも重要な契機

となるであろう。 

最後に、研究拠点と若手研究者の養成につい

てである。本円卓会議では、17名の博士課程に

在籍する若手研究者が「重度重複障害（PIM

D）」に関する各自の研究テーマについてのデ

ィスカッションを行った。またそれらをショー

トプレゼンテーションである”Pitch”で披露

したことは先述した。日本の大学院生の参加は

皆無であった。フローニンゲン大学とベルギー

（オランダ語圏）のカトリック・ルーヴェン大

学の院生が多かったことは、地理的・言語文化

的利点によるものであることは否定できないだ

ろう。筆者はSenior Researcherとして、3名の

若手研究者の指導と助言にあたったが、「重度

重複障害（PIMD）」研究を専攻する、熱意ある

院生が集団として存在し、自由闊達な議論を行

っている研究環境に対して羨望の念を抱いた。

 また本円卓会議の終了後に、フローニンゲン

市郊外の「重度重複障害（PIMD）」のための施

設の見学を会議の本部に依頼したのであるが、

その見学ツアーにオランダの若手研究者の一人

が同行してくれた。その若手研究者は、施設の

設備や施設における実践、さらに利用者の特徴

などをきめ細かく我々日本人に説明を行ってく

れた。研究と実践・フィールドが一体化してい

る状況をまざまざと見せつけられたのであった。
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 このような若手研究者の「層」の厚さは、中

長期的な視野にたてば、「重度重複障害（PIM

D）」研究のヨーロッパ中心化を推進していく

ことになるであろう。ひるがえって、我が国の

研究の現状を眺めると、「重症心身障害」に関

わる実践拠点は多いが、研究拠点の存在は極め

て少ないように思われる。さらに若手研究者の

養成教育という観点に立つと、心もとない現状

を反省させられる。我が国の「重症心身障害」

に関する知見を、世界的な「重度重複障害（PI

MD）」研究の場で積極的に活用されるよう対外

的な発信力を高めていくとともに、我が国の

「重症心身障害」についての半世紀にわたる実

践を世界的に位置付けていく努力が今後求めら

れている。 
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２．重症児施設De Zijlen（グローニンゲン郊

外） 

グローニンゲン郊外のDe Zijlenの重症児病

棟と日中活動センターを訪問。病棟のベッドに

はわが国の患者用ベッドとは違い、ひとり一人

の重症児の興味・関心に即した飾り等の工夫が

施されている（写真参照）。 

また日中活動面では感覚刺激教材ならびに場

面設定面で、個別性を重視した配慮がなされて

いる。 

わが国の重症児通園では、建物設備の基準が

肢体不自由児通園をベースにしている為に狭隘

である。特に「障害者総合支援法」の導入によ

り、定員が柔軟に設定できることから、20名以

上の利用者も受け入れる事業が増えつつあり、

そこでは過密な状況下での療育活動が余儀なく

されている。この点は大いに改善すべき課題で

あると痛感させられた。 
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３．重症児デイケアセンターOmega（アムステ

ルダム郊外） 

 アムステルダム郊外のOmegaは、人口85万人

をサービスエリアとする地域で、ここ１ヶ所が

重症児専門のデイセンター（定員60名，１歳～

40歳）である。 

児童（９グループ）と成人（24グループ）に

分けたグループ編成を行い、気管切開２名、酸

素投与４名を受け入れている。看護師は14名が

配置。 

療育環境にゆとりがあり、個人差に対応した

医療機器の工夫ならびに教材等の工夫、さらに

は幼児期と成人期それぞれを小グループに分け

た編成とプログラム構成は、わが国の療育面で

のひとつの指針として受け止められた。 
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２－（8） 重症児抜きに重症児のことを決めないで 
 

末光 茂 

 

 p.46 にはリハビリテーション研究 No.154（2013.3）p.1 に掲載された原稿を転載  
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２－（9） 重症心身障害児（者）通園事業施行施設への運営体制・状況 

に関するアンケート調査結果 
 

水戸 敬，高嶋 幸男，末光 茂 

 

 

p.47～53 には、日本重症心身障害学会誌 38(3)pp.413-419（2013）に掲載された 

原著論文を転載  
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